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本資料はJBL Mekong Co., Ltd. 村上暢昭氏（監修、訳）、藪本雄登氏（訳）、松

本久美氏（訳）、今江里花氏（訳）に委託し、JETROの支援で作成したもので

あり、投資を検討する参考資料として活用いただければ幸いです。  

 

ただし、JETRO及び委託先はその内容及び本資料を利用したことにより生じた

いかなる損害についても、一切責任を負うものではありません。  

会社法に関する厳密な解釈等についてはカンボジア関連省庁および法律事務所

等にもご確認いただくことをお勧めいたします。 
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第一章 

一般条項 

 

第１条 （適用範囲） 

 本法律は、カンボジア王国において事業を営むパートナーシップ及び会社に適用され

る。パートナーシップは、一般パートナーシップ及び限定パートナーシップからなる。

会社は、私的有限責任会社及び公開有限責任会社からなる。 

 

第２条 （定義） 

  (1) 人とは、自然人と法人を含む。 

  (2) 登記官とは、商業登記法に従って選任された登記官をいう。 

  (3) 登記上に記載された事務所とは、商業登記法に従って登記された事務所をい

う。 

  (4) 子会社とは、親会社たる他のパートナーシップ又は会社に支配される、パー

トナーシップ又は会社をいう。 

(a) パートナーシップの場合、その親会社たるパートナーシップは子会社のパー

トナーシップの持分の少なくとも過半数を保有する。 

(b) 会社の場合、その親会社たる会社は子会社たる会社の議決権付き株式の少な

くとも過半数を保有する。 

 

第３条 （登記上の代理人・登記上の事務所） 

１ パートナーシップ及び会社は、カンボジア王国内に、継続して、登記上に記載さ

れた事務所及び代理人を置くものとする。 

２ パートナーシップ及び会社は、その登記上に記載された事務所のカンボジア王国

における所在地及び郵送物の送付先が事務所の所在地と異なる場合は、郵便物の送

付先を登記官に届け出なければならない。 

３ パートナーシップ及び会社は、代理人の氏名を登記官に登記するものとする。代

理人は、行為能力を有する自然人でなければならない。登記上に記載された代理人

は、パートナーシップ又は会社を代表して、裁判所からの出廷命令書や召喚状を含

む公文書を受領する権限を有するものとする。 

４ 登記上に記載された事務所や代理人の情報に変更があった場合、パートナーシッ

プ及び会社は、当該変更が生じてから１５営業日以内に、登記官に当該変更につい

て届け出なければならない。 

５ 本法律に基づいて設立された全てのパートナーシップ及び会社には、カンボジア

王国の法律が適用されるものとする。 
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第４条 （文書の送付） 

１ 法律上、パートナーシップ又は会社に対して文書を送付する必要がある場合、当

該文書は、法律上その他の方法が定められていない限り、パートナーシップ又は会

社の営業時間中に、登記上に記載された事務所の登録上に記載された代理人に送付

するものとする。 

２ 前項の場合において、文書は、前項で定める者に代わり、一般パートナーシップ

の場合はそのパートナー、限定パートナーシップの場合はその一般パートナー、会

社の場合はその取締役に送付することができる。 

３ 前二項に規定する方法によって文書を送付することができない場合、文書は、登

記官に送付することができ、登記官は当該文書を登記官の記録上に記載された再審

のパートナーシップ又は会社の所在地に郵送するものとする。この場合、登記官へ

の送付をもって、当該文書はパートナーシップ又は会社に送付されたものとみなさ

れるものとする。 

 

第５条 （クメール名の使用） 

１ パートナーシップ及び会社は、その商号をクメール語で表記しなければならない。

商号のクメール語表記はその他の言語での表記よりも上部にかつ大きく記載され

なければならない。商号を他の言語に翻訳することはできないものとする。商号の

クメール語表記は、その他の言語による表記と同じ発音による綴りで表記しなけれ

ばならない。 

２ パートナーシップ及び会社は、カンボジア王国の領土、領海及び領空においては、

公的に用いられる印章、レターヘッド、書式及び文書、並びに、広告に、クメール

語表記の商号を表示しなければならない。 

３ パートナーシップ又は会社は、カンボジア王国外においては、その他の言語によ

る商号を使用し、表示することができる。 

 

第６条 （手数料・科料・利息・罰金の不払い） 

１ 商業省に対して支払うべき手数料、科料、利息又は罰金の支払いを怠ったパート

ナーシップ又は会社は、支払うべき全ての手数料、科料、利息及び罰金の支払いを

終えるまで、いかなる訴訟も提起することはできず、又、当該パートナーシップ又

は会社に対する民事訴訟において、いかなる抗弁も主張することができない。 

２ 前項の規定は、パートナーシップ及び会社による、手数料、科料、利息及び罰金

の支払義務の存否に関する訴訟の提起や訴訟上の防御を禁じるものではない。 

３ 訴訟当事者が、パートナーシップ又は会社には商業省に対する、手数料、科料、

利息又は罰金の支払義務があるとの主張を行った場合、当該パートナーシップ又は

会社は、裁判所に対して領収書を提出することができる。裁判所は、別途反証がな
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されない限り、当該領収書を、手数料等が支払われたことの証拠として取り扱うも

のとする。 

 

第７条 （年次報告書） 

 全てのパートナーシップ又は会社は、商業省に対し、パートナーシップ又は会社の現

況に関する年次報告書を提出しなければならない。 

 

 

第二章 

一般パートナーシップ 

第一節 

一般条項 

 

A.一般パートナーシップの設立 

 

第８条 （性質） 

 一般パートナーシップとは、二人以上が、利益を得るという共通の目的を持って企業

活動を営むため、その財産、知識、又は活動を結合させる契約のことをいう。 

  

第９条（契約の方式） 

一般パートナーシップ契約は、口頭又は書面によって締結することができる。一般パ

ートナーシップ契約が書面によって締結された場合、全てのパートナーがこれに署名す

るものとする。 

 

第１０条（パートナーシップの存在を定める規則） 

 裁判所は、パートナーシップ契約の内容が不明確である場合、同契約の当事者が一般

パートナーシップを設立するという共通の認識を有していたか否かを判断するために、

次に掲げる事実を考慮するものとする。 

(a) 二人以上が財産を共有している場合において、各当事者がその財産から生じ

た利益を分けあっているか否か、又は、一般パートナーシップがその財産によ

って形成されているか否かという事実 

(b) 二人以上が企業活動から得た売上を分配している場合において、各当事者が

売上から生じた財産において共有して又は共通する権利を有するか否か、又は、

一般パートナーシップがその共通の又は共有財産によって形成されているか

否かという事実 
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第１１条（効力発生日） 

 一般パートナーシップが設立された場合において、パートナーシップ契約の各当事者

は、当該契約に別段の定めがある場合を除き、当該契約成立時に当該契約に拘束される

ものとする。 

 

第１２条（法人格・権利能力） 

 一般パートナーシップは、各パートナーとは別個の法人格を有する。一般パートナー

シップは、商業登記法に従って登記された時点で法人格を取得し、次に掲げる権利能力

を有するものとする。 

 (a) 自己名義で動産及び不動産を所有する権利能力 

 (b) 自己名義で経済活動を行う権利能力 

 (c) 自己名義で契約する権利能力 

 (d) 自己名義で訴訟提起及び応訴する権利能力 

 

第１３条（国籍） 

 法人格を取得した一般パートナーシップは、次に掲げる場合においてのみ、カンボジ

ア国籍を有するものとみなす。 

(a) 当該一般パートナーシップが、カンボジア王国内に営業拠点及び登記上に記

載された事務所を有し、かつ、 

(b) 当該パートナーシップの持分の 51%以上を、カンボジア国籍を有する自然

人又は法人が保有している場合 

 

第１４条（パートナーシップの商号） 

 一般パートナーシップの商号は、一人又はそれ以上のパートナーの名前を含むものと

し、商号の末尾又は下部に「一般パートナーシップ」という言葉を配置するものとする。

一般パートナーシップは、経済活動を行う際には当該商号を使用するものとする。 

 

第１５条（登記・届出・公示義務） 

 パートナーは、各自、当該一般パートナーシップに関する登記、届出及び公示義務を

負う。 

 

 B.パートナー間の関係 

 

第１６条（パートナーによる出資の性質） 

 各パートナーは、 

(a) 一般パートナーシップに対し、現金、物品、過去に提供した役務又は将来の
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役務提供によって出資することができる。 

(b) 当該一般パートナーの知識又は活動に基づく役務提供によって出資するこ

とができる。ただし、当該役務には、公務員の地位に基づく影響力の行使は含

まれないものとする。 

 

第１７条（出資によるパートナーの債務） 

 各パートナーは、出資すると約した全てのものについて、一般パートナーシップの債

務者となる。 

 

第１８条（現物出資） 

 パートナーが現物出資を引き受けた場合、当該パートナーは物品の所有権又は使用収

益権を一般パートナーシップに譲渡し、当該物品を一般パートナーシップの自由な処分

に供させるものとする。 

 

第１９条（金銭出資） 

 一般パートナーが金銭出資を引受けたにも関わらず、これを履行することができなか

った場合、当該一般パートナーは、出資の履行期日からの利子及び損害につき、これを

賠償する責任を負う。 

 

第２０条（知識・活動による出資） 

１ 一般パートナーが知識又は活動による出資を引き受けた場合、当該一般パートナ

ーは、その者が一般パートナーである限り、当該出資の履行義務を負い続ける。 

２ 書面による一般パートナーシップ契約及び一般パートナーシップの会計帳簿に

は、一般パートナーからの出資には知識、役務又は活動が含まれているかどうかを

記載しなければならない。 

 

第２１条（パートナーシップの資本） 

１ 一般パートナーシップの資本には、金銭及び現物出資が含まれるものとする。現

物出資財産は評価され、その評価額については、全ての一般パートナーの同意を要

するものとする。 

２ 一般パートナーシップの資本の計算には、知識、役務及び活動による出資は含ま

ないものとする。 

 

第２２条（資本金の通貨） 

 一般パートナーシップの資本は、カンボジア王国通貨で計算されるものとする。 
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第２３条（利益・損失の分配） 

１ 各一般パートナーは、一般パートナーシップから生じる利益と損失を分配する。 

２ 特定の一般パートナーには利益を分配しないという契約条項は、効力を有しない。 

３ 特定の一般パートナーには損失を負担させないという契約条項は、第三者に対し

て効力を有しない。 

 

第２４条（パートナーの利益分配） 

１ 他に当事者間に特段の合意がある場合を除き、各一般パートナーの資産、利益及

び損失に関する持分比率は等しい。 

２ 契約によって、一般パートナーの資産、利益又は損失のいずれかに関する持分比

率のみを設定した場合、当該持分比率は資産、利益及び損失の３つ全てに適用され

るものと推定される。 

 

第２５条（パートナーの説明責任） 

１ 各一般パートナーは、一般パートナーシップに対し、その他の一般パートナー全

員の同意を得ることなく、一般パートナーシップの事業に関係する取引又はパート

ナーシップの財産を利用して得た利益について報告しなければならない。 

２ 一般パートナーは前項の義務を免れることができない。 

 

第２６条（パートナーの賃金に対する権利） 

 一般パートナーは、一般パートナーシップから賃金のを受け取ることができない。 

 

第２７条（損害賠償責任） 

 一般パートナーは、自らの責に帰すべき事由によって一般パートナーシップが被った

損害について、これを賠償する責任を負う。 

 

第２８条（パートナーシップのために行った支出） 

 善意の一般パートナーは、一般パートナーシップのために行った支出について返還を

受ける権利、並びに、一般パートナーシップのために負った契約上義務及び被った損失

について補償を受ける権利を有する。 

 

第２９条（共通の債務者からの弁済の受領） 

一般パートナー自身及び一般パートナーシップの両者が、同じ債務者に対して債権を

有しており、どちらの債権についても支払期限が到来している場合において、当該債務

者が当該一般パートナーに対して弁済を行った場合、一般パートナーが受けた給付は、

一般パートナー自身の債権額と、一般パートナーシップの債権額の割合に応じて分配さ
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れるものとする。 

 

第３０条（パートナー・パートナーシップの財産） 

１ 各一般パートナーは、一般パートナーシップの利益のためであれば、一般パート

ナーシップの財産を使用することができる。 

２ 各一般パートナーは、その他の一般パートナー全員の同意を得られた場合、自ら

のために一般パートナーシップの財産を使用することができる。 

３ 各一般パートナーは、一般パートナーシップの財産を使用することができる場合、

他の一般パートナーのその使用権に基づく使用を妨げない方法で、一般パートナー

シップの財産を使用しなければならない。 

 

第３１条（新たなパートナー） 

１ 一般パートナー全員の同意がない限り、自然人及び法人は一般パートナーになる

ことができない。 

２ 一般パートナーは、その他の一般パートナーの同意なく、自身が一般パートナー

シップから経済的利益を受ける権利を譲渡することができる。このような権利の譲

渡がなされたとしても、権利の譲受人は当該一般パートナーシップの一般パートナ

ーにはならない。 

 

第３２条（パートナーの利益の譲渡性） 

 一般パートナーは、一般パートナー全員の同意を得られた場合、自らの一般パートナ

ーシップにおける利益を譲り渡すことができる。 

 

第３３条（担保としてのパートナーの持分） 

１ 一般パートナーの一般パートナーシップの資産及び利益に対する持分は、当該一

般パートナー個人の債務に対する担保として使用することができる。持分を担保と

するためには、一般パートナー全員の同意を得なければならない。 

２ 前項に反する契約は効力を有しない。 

 

第３４条（パートナーシップの業務執行に関する権限） 

 一般パートナーは、一般パートナーシップの業務執行に関するそれぞれの権限を定め

ることができる。 

 

第３５条（経営者の選解任・権限） 

１ 一般パートナーは、一人以上の一般パートナー又は一般パートナーではない者を、

一般パートナーシップの経営者として選任することができる。 
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２ 経営者は、不正行為でない限り、その権限内でいかなる行為もすることができ、

経営者の行為の効果は一般パートナーシップに帰属する。経営者は、一般パートナ

ーシップ契約に別段の定めがある場合を除き、一般パートナーの過半数以上の投票

によって解任されるものとする。 

 

第３６条（経営者が二人以上存在する場合） 

 二人以上の経営者が選任された場合、各経営者は、一般パートナーシップ契約に別段

の定めがある場合を除き、各自、単独で活動することができるものとする。 

 

第３７条（パートナーの業務執行権限） 

１ 各一般パートナーは、一般パートナーシップにおける業務執行権限を付与された

ものとみなす。 

２ 一般パートナーによる一般パートナーシップの共通の活動に関する行為は、他の

一般パートナーシップを拘束する。 

 

第３８条（パートナーの意思決定方法） 

１ 各一般パートナーは一般パートナーシップの意思決定に参加する権利を有し、そ

の権利の行使は一般パートナーシップ契約によっても妨げられない。 

２ 一般パートナーシップ契約に別段の定めがある場合を除き、一般パートナーシッ

プの意思決定は、一般パートナーシップにおける持分割合に関係なく、一般パート

ナーの過半数以上の投票によってなされるものとする。ただし、一般パートナーシ

ップ契約内容の変更は、一般パートナー全員の同意によってなされるものとする。 

 

第３９条（情報を得る権利） 

１ 各一般パートナーは、その管理に携わっていないとしても、一般パートナーシッ

プの業務に関する情報を取得し、一般パートナーシップの会計帳簿を調査すること

ができる。 

２ 一般パートナーは、前項の権利を行使するに当たって、一般パートナーシップの

業務及び他の一般パートナーによる前項の権利行使を妨げてはならないないもの

とする。 

 

 C.一般パートナーシップと第三者の関係 

 

第４０条（代表者としてのパートナー） 

 各一般パートナーは、善意の第三者との関係では、一般パートナーシップの代表者と

なり、各一般パートナーが一般パートナーシップを代表して行った全ての行為は、一般
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パートナーシップに帰属する。本条の定めに反する合意は無効である。 

 

第４１条（パートナーとの契約によって制限されたパートナーシップ） 

 一般パートナーの名義で負った債務が一般パートナーシップの業務の範囲内である

場合、又は、当該債務が一般パートナーシップが使用する財産を内容とする場合、一般

パートナーシップは当該債務に拘束されるものとする。 

 

第４２条（パートナーの責任） 

１ 全ての一般パートナーは、連帯して、一般パートナーシップの債務を負担する。 

２ 第三者は一般パートナーに対する請求は、一般パートナーシップ及びその財産か

らの履行が行われた後に行われなければならない。 

 

第４３条（新たなパートナーの責任） 

 既存の一般パートナーシップに一般パートナーとして加入することを認められた者

は、その者が加入を認められる前から一般パートナーシップが負っていたすべて債務に

ついて、その債務が発生した時点でその者が既にパートナーであったものとして扱い、

その責任を負うものとする。ただし、一般パートナーとして加入することが認められる

以前に発生した全ての債務は、一般パートナーシップの財産から弁済することができ、

当該一般パートナーの書面による同意がない限り、その責任はその個人財産には及ばな

い。 

 

第４４条（パートナーへの通知・パートナーの認識） 

 一般パートナーへの一般パートナーシップの事業に関する通知及び一般パートナー

の認識は、当該一般パートナーが所属する一般パートナーシップに対する詐欺があった

場合を除き、当該一般パートナーシップへの通知及び当該一般パートナーシップの認識

とみなす。 

 

第４５条（不正表示） 

１ パートナーではないにもかかわらず、直接的、間接的を問わず、他人に、自らが

パートナーであると信じさせた者は、善意の第三者に対し、一般パートナーとして

責任を負うものとする。 

２ 前項の詐欺行為があった場合、当該一般パートナーシップは、その者を一般パー

トナーであると信じるに足る理由を与え、かつ、第三者がその者がパートナーであ

ると誤信することを防ぐ方策を取ることを怠った場合を除き、第三者に対して責任

を負わないものとする。 
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第４６条（匿名パートナー） 

 公表されていない一般パートナーを匿名パートナーといい、第三者に対して、公表さ

れている一般パートナーと同様の義務を負う。 

 

第４７条（証券の発行） 

１ 一般パートナーシップは、有価証券の公募発行をすることができず、また、流通

証券を発行することもできない。 

２ 前項に違反して締結された契約並びに有価証券及び流通証券の発行は無効であ

る。 

３ 一般パートナーシップは、善意の第三者に対し、無効な契約、有価証券又は流通

証券を原因として生じた損害を賠償する責任を負う。 

 

 D.一般パートナーの脱退 

 

第４８条（一般パートナーの脱退事由） 

 一般パートナーは、自らに次に掲げる事由が生じることによって脱退する。 

 ・持分の譲渡 

 ・死亡 

 ・破産手続の開始 

 ・脱退する権限を行使した場合 

 ・除名された場合 

 ・裁判所が脱退につき許可した場合、又は、持分の差押えを認めた場合 

 

第４９条（パートナーシップへの影響） 

１ 一般パートナーシップ契約に別段の定めがある場合を除き、一般パートナーが一

般パートナーシップを脱退するという事実は、一般パートナーシップの解散の事由

となる。 

２ 前項の場合、一般パートナーシップは、一般パートナー全員の同意並びに変更を

公示するための届出及び登記を行うことによって、存続することができる。 

３ 第１項の場合において、一般パートナーシップの契約書が存在するときには、当

該契約は変更に従って修正されなければならないものとする。 

 

第５０条（脱退するパートナーへの持分の払戻し） 

１ 持分の譲渡や差押え以外の理由で、一般パートナーシップのパートナーを脱退す

る者は、その者の、一般パートナーシップ脱退時における持分の価値につき払い戻

しを受けることができる。その他の一般パートナーは、脱退者に対し、一般パート
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ナーシップ脱退時における脱退者の持分の価値が確定し次第、その金額に脱退日か

らの利息を付して支払わなければならない。 

２ 持分の価値は、一般パートナーシップ契約又は一般パートナー間の合意によって

決定される。持分の価値に関する一般パートナーシップ契約及び一般パートナー間

の合意ない場合、持分の価値は、一般パートナーによって指名された専門家又は裁

判所によって決定される。 

 

第５１条（脱退の権利） 

１ 存続期間の定めなく設立された、又は、一般パートナーシップ契約において脱退

する権利が留保されている一般パートナーシップの一般パートナーは、自らの自由

な意思により、一般パートナーシップに対して脱退する旨の通知することで、一般

パートナーシップから脱退することができる。 

２ 一般パートナーシップ契約に別段の定めがある場合を除き、存続期間が定められ

設立された一般パートナーシップの一般パートナーは、その他の一般パートナーの

過半数以上の同意によって一般パートナーシップを脱退することができる。 

 

第５２条（パートナーの除名） 

１ 一般パートナーは、過半数以上の投票によって、その義務を怠った又は一般パー

トナーシップの活動を妨害した一般パートナーを除名することができる。 

２ 前項の場合において異議があったときは、一般パートナーは、裁判所に対して、

一般パートナーシップからの除名許可を求めることができる。裁判所は、当該一般

パートナーに除名を命じることがより適切である場合に限り、当該請求を認容する

ことができるものとする。 

 

 E.一般パートナーシップの解散・清算 

 

第５３条（解散事由） 

 一般パートナーシップは次に掲げる事項によって解散する。 

(a） 一般パートナーシップ契約において定めることができる解散原因 

   ・一般パートナーシップの目的である事業の成功 

   ・一般パートナーシップの目的である事業の成功の不能 

   ・一般パートナー全員の同意 

(b） 裁判所は、正当な理由がある場合、一般パートナーシップを解散させること

ができる。一般パートナーシップが解散した場合、一般パートナーシップは清算

手続に入るものとする。 
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第５４条（存続期間の定めがあるパートナーシップの存続） 

 存続期間の定めがある一般パートナーシップは、一般パートナー全員の同意によって

存続することができる。 

 

第５５条（パートナーが１人になった場合） 

 一人の一般パートナーが一人に全ての持分を有する場合、一般パートナーシップの持

分が１人の一般パートナーに属するに至ってから１２０日以内に、新たに 1名以上の者

が一般パートナーとならない限り、一般パートナーシップは解散するものとする。 

 

第５６条（解散の際のパートナーの権利） 

 一般パートナーの代表権は、一般パートナーシップ解散時に既に着手しているが終了

していない事業の継続に必要な行為に関するものを除き、一般パートナーシップ解散時

に消滅する。ただし、一般パートナーシップが解散することにつき善意の一般パートナ

ーが行った一般パートナーシップの常務に関する効果は、一般パートナーシップがいま

だ存在しているものとして、一般パートナーシップ及びその他の一般パートナーを拘束

する。 

 

第５７条（解散における第三者の権利） 

 一般パートナーシップの解散は、一般パートナー又はその代理人と契約締結に至った

善意の第三者には対抗することができない。 

 

第５８条（パートナーシップの法人格） 

 一般パートナーシップの法人格は、パートナーシップを清算する目的のために存続す

る。 

 

第５９条（解散通知） 

１ 一般パートナーは、登記官に対して所定の書式による解散通知を提出し、清算人

を任命しなければならない。 

２ 一般パートナーは、直ちに、連続した４週間の間、その一般パートナーシップの

登記上に記載された事務所の所在地において発行または流通しているカンボジア

王国のカンボジア語で記載された新聞、又は、商業省令が定めるその他の出版物に

おいて、解散通知を行うものとする。新聞によって行う解散通知は、商業省の規則

に従って作成される。 

 

第６０条（清算人の権限） 

１ 一般パートナーシップが解散するにあたり、一般パートナーシップ財産の所有権
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及び利用権は、清算人に移転する。 

２ 清算人は一般パートナーシップ財産の管理者として行動し、完全な管理者として

の権限を有する。 

３ 清算人は、一般パートナーシップに対し、一般パートナーシップの権利と義務に

関する書面及び説明を要求することができる。 

 

第６１条（清算の支払請求） 

１ 清算人はまず、使用人の給料及び税金の支払い及びその他負債を弁済し、その後

に残余財産を分配するものとする。 

２ 清算人は、一般パートナーの持分に比例して、一般パートナーシップ契約に定め

がない場合には均等に、残余財産を分割する。 

３ 残余財産に第三者の所有財産が含まれる場合、清算人は当該第三者に対し、当該

財産を返還するものとする。 

 

第６２条（帳簿・記録） 

 清算人は、清算結了後１０年間、一般パートナーシップの帳簿及び記録を保存するも

のとする。清算人は、訴訟における証拠として必要とされる場合には、それよりも長期

間、帳簿及び記録を保存するものとする。 

 

第６３条（清算による法人格の消滅） 

 一般パートナーシップの清算は、商業省規定の書式による結了通知を提出することに

よって結了する。結了通知の提出によって、一般パートナーシップの現存する法人格は

消滅する。 

 

 

第二節 

限定パートナーシップ 

 

第６４条（限定パートナーシップの性質） 

 限定パートナーシップとは、一人又は複数の業務執行権及び代表権を有する一般パー

トナーと一人又は複数の出資義務を負う限定パートナー間の契約をいう。 

 

第６５条（限定責任パートナーと一般パートナーの兼務） 

１ 同一の限定パートナーシップにおいて、一般パートナーと限定パートナーの両者

を兼務することができる。 

２ 同一の限定パートナーシップにおいて、一般パートナーと限定パートナーを兼務
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する者は、一般パートナーとしての権利義務を有する。 

 

第６６条（契約形式） 

１ 限定パートナーシップ契約は、口頭又は書面によって締結することができる。書

面による場合、一般パートナー全員と一人以上の限定パートナーが契約を締結する

ものとする。 

２ 限定パートナーシップ契約の期間は９９年を超えることはできないが、延長する

ことができる。 

 

第６７条（設立日） 

１ 限定パートナーシップは、商業登記法に従って登記された日に設立するものとす

る。 

２ 限定パートナーシップは、登記されていない場合には、一般パートナーシップと

してみなされる。この場合、当該一般パートナーシップは法人格を有しない。 

 

第６８条（商号） 

 限定パートナーシップの商号は、一人以上の一般パートナーの名前を含むものとし、

「限定パートナーシップ」という文言をその商号の末尾又は下部に付けるものとする。

限定パートナーシップは、事業活動をする際、その商号を使用するものとする。 

 

第６９条（限定パートナーの記録） 

１ 一般パートナーは、各限定パートナーの名前と住所を含む記録と、限定パートナ

ーシップの出資に関する全ての情報を保存するものとする。 

２ 一般パートナーは、限定パートナーシップの主たる営業所において、記録を保存

するものとする。 

３ 一般パートナーは、限定パートナーシップにつき登記、届出及び公示義務を負う。 

 

第７０条（パートナーによる出資の性質） 

１ 限定パートナーによる出資は、金銭又は財産のみによるものとする。限定パート

ナーは、いつでも追加出資することができる。 

２ 一般パートナーによる出資は、金銭、物品、過去に提供した役務又は将来の役務

提供によることができる。 

 

第７１条（限定パートナーに対する配当） 

 限定パートナーは、限定パートナーシップから配当を受け取る権利を有する。配当の

支払いによって限定パートナーシップの資本金に欠損を生じさせるおそれがある場合、
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支払いを受けた限定パートナーは、資本金の欠損を補うために必要な金額を返還するも

のとする。 

 

第７２条（限定パートナーの責任） 

 限定パートナーは、出資に同意した金額又は物品の価値を限度として責任を負う。 

 

第７３条（商号中に氏名が表示されている限定パートナーの責任） 

 限定パートナーシップの商号中に氏名が表示されている限定パートナーは、その者の

地位が限定パートナーであるとして明示されている場合を除き、限定パートナーシップ

の債務につき、一般パートナーと同じ責任を負う。 

 

第７４条 （一般パートナーの資格・権利・義務） 

１ 一般パートナーは、一般パートナーシップにおける他のパートナーと同様の権利

及び義務を有する。一般パートナーは、限定パートナーに対し、その経営について

説明しなければならない。 

２ 一般パートナーは、限定パートナーシップが出資した限定パートナーの財産に対

して責任を負う。 

３ 限定パートナーシップ契約において、前二項の義務を免除することはできない。 

 

第７５条（一般パートナーの責任） 

 一般パートナーは一般パートナーシップの第三者に対する債務について、これを連帯

して弁済する責任を負う。 

 

第７６条（限定パートナーの賃金支払請求権） 

 限定パートナーは、限定パートナーシップから賃金を受け取る権利を有する。 

 

第７７条（限定パートナーの払い戻しの権利） 

 限定パートナーシップが存在する間、限定パートナーはどのような手段によってもそ

の出資の払い戻しを受けることができない。ただし、その他パートナーの過半数がこれ

に同意し、払い戻し後の限定パートナーシップの残存財産が、限定パートナーシップの

負債の弁済に十分である場合はこの限りでない。 

 

第７８条（限定パートナーの持分譲渡） 

１ 限定パートナーは、その他パートナー全員の同意なく自己の持分を譲渡すること

ができる。 

２ 第三者との関係に関しては、持分を譲渡した限定パートナーは、その者が限定パ
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ートナーであった時点でなした出資の結果として生じた債務を弁済する責任を負

う。 

 

第７９条（限定パートナーによる業務執行） 

１ 限定パートナーは限定パートナーシップの業務執行に携わらないものとする。 

２ 限定パートナーは、適宜、限定パートナーシップの事業経過及ぶ事業報告を調査

し、限定パートナーシップの経営に関する助言を行うことができる。 

３ 限定パートナーは、限定パートナーシップの代表として交渉をすること、限定パ

ートナーシップの代理人として行動すること又は自己の名前を限定パートナーシ

ップのいかなる活動にも使用することができない。 

４ 前項の行動をした限定パートナーは、それによって生じた限定パートナーシップ

の債務を弁済する責任を負う。 

５ 第３項の行動の数及び限定パートナーシップの業務との関係での重要性から、当

該限定パートナーが一般パートナーであるかのように行動していたと判断される

場合、当該限定パートナーは、限定パートナーシップの全ての債務について、一般

パートナーと同様の方法で弁済する責任を負う。 

 

第８０条（一般パートナーが活動できないとき） 

１ 一般パートナーが業務を行うことができなくなった場合、限定パートナーは、限

定パートナーシップの経営のために必要とされる単純な管理業務を行うことがで

きる。 

２ 前項の場合において、１２０日以内に当該一般パートナーの後任が決定しなかっ

たときは、当該限定パートナーシップは解散する。 

 

第８１条（パートナーシップに対する訴訟） 

 限定パートナーシップの債権者は、一般パートナーシップと同様の方法で、限定パー

トナーシップと一般パートナーに対して、債務の履行を請求することができる。 

 

第８２条（パートナーシップ財産の不足---第三者） 

 限定パートナーシップの財産が債務額を下回った場合、一般パートナーは連帯して限

定パートナーシップの第三者に対する債務を弁済する義務を負う。限定パートナーは、

持分を譲渡したかどうかにかかわらず、同意した出資額を限度に責任を負う。 

 

第８３条（パートナーシップ財産の不足---限定パートナー） 

 限定パートナーシップが支払不能又は破産した場合、限定パートナーシップに対して

債権を有する各限定パートナーは、限定パートナーシップのその他の債権者に対する債
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務の履行が完了するまでは、パートナーシップに対し、債権者として債務の弁済を請求

することはできない。 

 

第８４条（一般パートナーシップに関する規定の適用） 

 一般パートナーシップに関する規定は限定パートナーシップに準用される。 

 

 

第三章  

私的公開有限責任会社・公開有限責任会社 

第一節 

一般条項 

 

第８５条（適用範囲） 

 本法律は、カンボジア王国における企業活動のために、私的有限責任会社と公開有限

責任会社の設立を認める。銀行、保険会社及び信販会社を業務の目的とする会社は、本

法律によっては設立することができない。 

 

第８６条（私的有限責任会社の性質） 

 私的有限責任会社とは、次に掲げる各条件を満たす有限責任会社をいう。 

(a) 私的有限責任会社の株主数は２人から３０人とする。ただし、１人の株主によ

っても私的有限責任会社を設立することができ、当該会社は単独株主有限会社と

称する。単独株主有限会社は、株主間の関係に関するものを除き、私的有限責任

会社と同様に取り扱われるものとする。 

(b) 私的有限責任会社は、株式及びその他の証券を公募することはできず、株主、

家族及び執行役員に対してのみこれを割り当てることができる。 

(c) 会社は、各種類株式つき、１つ又は複数の譲渡制限に関する条件を付すること

ができる。 

(d) 私的有限責任会社は、商業省令が定める方式に従って登記された日に設立した

ものとする。 

 

第８７条（公開有限責任会社の性質） 

 公開有限責任会社とは、証券を公開することができる有限責任会社をいう。 

 

第８８条（定義） 

 本章において、次に掲げる各用語は、それぞれ次に掲げる意味を有するものとする。 

(1) 定款とは、原始定款、書き換えた定款又は変更された定款をいう。 
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 (2) 監査役とは、個人又は公認された会計事務所において活動する公認会計士をい

う。 

 (3) 債務とは、社債、無担保債券、手形債務、その他の債務証券又は保証債務をい

い、これにつき担保の有無を問わないものとする。 

 (4) 商業省担当者とは、本法律を執行するために商業省によって指名された公務員

をいう。 

 (5) 取締役とは、取締役会の構成員をいう。 

 (6) 設立者とは、定款に署名する自然人をいう。 

 (7) 普通決議とは、議決権を行使した株主の過半数をもってする決議をいう。 

 (8) 買戻権付き株式とは、会社がその必要に応じて買付け又は買戻すことができる

株式及び会社が定款の定めに従って、特定の時期の到来又は株主の求めによって、

買付け又は買戻しを行わなければならない株式をいう。 

 (9) 株式のシリーズとは、ある種類の株式における区別をいう。 

 (10) 特別決議とは、議決権を行使した株主の３分の２以上をもってする又は当該決

議について議決権を有する全株主による署名をもってする決議をいう。 

 (11) 証券とは、 

(a) あらゆる種類又はシリーズの株式 

 (b) 社債 

 (c) 証券の証拠となる証書を含むものとする。 

 

第８９条（関連会社の解釈） 

１ 一方の会社が他方の子会社である場合、どちらの会社も同じ会社の子会社である

場合、又は、どちらの会社も同一人物の支配下にある場合、これらの会社は関連会

社の関係にある。 

２ ２つの会社がある会社と関連会社の関係にある場合、これらの会社は互いに関連

会社の関係にあるとみなされる。 

 

第９０条（登記・届出・公示義務） 

 状況により、各設立者又は取締役は、登記、届出及び公示義務を負う。 

 

 

第二節 

 

 A.有限責任会社の設立 

 

第９１条（有限責任会社の設立） 
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 １人以上の法的行為能力を有する自然人又は法人は、商業省担当者に会社定款を届け

出ることによって有限責任会社を設立することができる。 

 

第９２条（会社の商号） 

１ 私的有限責任会社の商号には、その末尾に私的有限責任会社のも文字又はその正

確な略字を用いるものとする。 

２ 公開有限責任会社の商号には、その末尾に私的有限責任会社という文字又はその

正確な略字を用いるものとする。 

３ 商業省担当者は、会社から提案を受けた商業を審査し、他の会社の商号と類似し

た紛らわしい商号、公序良俗に反する商号、低俗な商号、恥ずべき商号及びその他

不適切な商号ついては、これを却下することができる。商号に関する商業省担当者

の決定は拘束力が有し、これを争うことはできない。 

 

第９３条（定款の必要記載事項） 

 定款には次に掲げる事項を記載するものとする。 

(a) 商号 

(b) カンボジア王国における登記上に記載された事務所 

(c) 会社の目的及び会社が行うことができる業務の制限 

  会社の目的には、法律に違反しない、１つ以上の業務を記載することができる

ものとする。 

(d) 自国通貨で表記された授権資本金額 

(e) 株式の種類、発行可能株式数及び会社が発行するすることができる１株当たり

の株価 

(f) ２種類以上の株式発行を認められている会社については、定款にその最大発行

株式数及び１株当たりの株価、並びに各種類株式に付された権利、特典、制限及

び条件を記載するものとする。 

(g) ある種類株式についてシリーズ発行を行うことができる場合、取締役は、定款

の定め従い、各シリーズにおける発行株式数を決定し、各シリーズにおいて発行

される株式に付された権利、特典、制限及び条件を決定することができるものと

する。 

(h) 株式の発行、譲渡又は自己株式が制限される場合には、当該制限の効果及び

性質に関する記載 

(i) 各株主の氏名及び正確な住所 

(j) 取締役数又は取締役数の上限及び下限 

 

第９４条（定款の任意的記載事項） 
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 定款には、必要に応じていかなる条項も記載することができる。 

 

第９５条（定款への署名） 

 定款は私的な合意及び公証手続のいずれによっても作成することができる。定款には

全株主が署名又は名前の頭文字による署名をするものとする。 

 

第９６条（定款の提出） 

 設立者は、登記のために、商業省担当者に対して定款に必要書類を添付して提出する

ものとする。 

 

第９７条（設立証明書） 

 商業省担当者は、定款を受理し、登記手数料を受領した後、設立証明書を発行するも

のとする。 

 

第９８条（証明書の効果） 

 会社は、登記証明書記載の日付をもって、設立したものとし、法人格を取得する。 

 

 B.会社の権利能力・権利 

 

第９９条（会社の権利能力） 

 １ 会社は、本法律に基づき、自然人としての権利能力、権利及び特権を有する。 

 ２ 会社は、カンボジア王国内のあらゆる場所でその事業を営むことができる。 

 

第１００条（カンボジア外における権利能力） 

 会社は、カンボジア王国外のいかなる場所においても、当地の法律が許す限りで、営

業し、管理し、その権利を行使する権利能力を有する。 

 

第１０１条（国籍） 

 会社は、次に掲げる条件を共に充たす場合にのみ、カンボジア国籍を有するとみなさ

れるものとする。 

(a) 会社がカンボジア王国内に営業拠点と登記上に記載された事務所有している 

(b) カンボジア国籍を有する自然人又は法人が議決権を有する株式を５１％以上

保有している 

 

第１０２条（社内規則） 

 会社は、事業及び業務に関する社内規則を置くことができる。会社又は取締役に対す
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る特別な権限を明らかにするために、社内規則を置く必要はない。 

 

第１０３条（会社の事業・権利に対する制限） 

 会社は、定款が禁止する及び定款に違反する業務執行及び権利行使をしてはならない。 

 

第１０４条（定款・社内規則に違反する会社の行為） 

 会社の行為が定款又は社内規則に違反する場合であっても、このことは、当該会社の

行為の効力に影響を及ぼすものではない。本条は、会社に対する又は会社による財産譲

渡を含む、会社の全ての行為に適用される。 

 

第１０５条（見なし通知の否定） 

 商業省担当者が会社の書類を保管しているという事実、又は会社事務所において書類

を調査及び当社できる状態にあるという事実それ自体、何人にも影響を与えず、何人に

対しても書類の内容を通知したということにはならない。 

 

第１０６条（第三者の保護） 

 会社及び会社債務の保証人は、会社と取引をする第三者、又は、会社に対する権利を

取得する第三者に対し、次の事実を主張することができない。ただし、第三者が次に掲

げる事実を知っていた又はその地位や会社との関係上、知っていたはずである場合は、

この限りでない。 

(a) 定款及び社内規則が遵守されていないという事実 

(b) 商業省担当者に対する直近の取締役に関する通知に名前が記載されている者

が、会社の取締役ではないという事実 

(c) 商業省担当者に対する、直近の登記上に記載された事務所に関する通知に記載

されている場所が、会社の登記上に記載された事務所ではないという事実 

(d) 取締役、執行役員又は代理人として扱っている者が、選任されていないという

こと、業務上慣例になっている又は通常取締役、執行役員又は代理人が有する義

務を履行又は権限を行使する権限を有していないという事実 

(e) 取締役、執行役員又は代理人によって発行された書類が、無効であるというこ

と及び真正なものでないということ 

(f) 貸付及び保証並びに財産の売買、賃貸借及び交換につき会社の承認がなされて

いないということ 

 

 C.事務所・記録・帳簿と記録 

 

第１０７条（登記上の事務所） 
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 会社は常に、カンボジア王国内の定款で定められた場所に登記上に記載された事務所

を置くものとする。 

 

第１０８条（事務所に関する通知） 

１ 会社は、商業省担当者に対し、登記上に記載された事務所所在地に関する通知及

び当該所在地について定める又は所在地を変更することを定める定款の該当部分

を送付しなけばならない。 

２ 会社は、商業省担当者に対し、登記上に記載された事務所所在地の変更に関する

通知を送付しなければならないものとし、この通知は所在地の変更から１５日以内

に送付しなければならないものとする。 

 

第１０９条（会社記録） 

 会社は、次の記録を準備し登記上に記載された事務所で保管するものとする。 

  (a) 定款及び社内規則並びにこれらの修正 

  (b) 株主総会議事録及び決議 

  (c) 本法律に基づいて、送付又は保管が義務付けられた全ての通知の写し 

  (d) 有価証券記入帳 

 

第１１０条（会社記録の調査） 

１ 株主及び会社債権者、これらの代理人及び代表者並びに商業省担当者は、通常の

営業時間の間、前条の会社記録に調査することができ、無償で会社記録の抄本を取

得することができる。 

２ 公開有限責任会社については、前項に定める者以外の者についても、合理的な金

額の手数料の支払いをもって会社記録の抄本を取得することができる。 

 

第１１１条（株主名簿の使用） 

 株主名簿は、次に関連する場合を除き、いかなる者によっても使用されないものとす

る。 

(a) 株主の議決権の行使に影響を及ぼすための取り組み 

(b) 株式を取得するための提案 

(c) その他、会社の業務に関連する事項 

 

第１１２条（取締役に関する記録） 

１ 会社は、取締役会及び全ての委員会の議事録及び取締役会決議を含む、十分な記

録を作成し、保管するものとする。 

２ 取締役に関する記録は、登記上に記載された事務所又は取締役が適していると考
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えるその他の場所に保管され、合理的な時間であれば、取締役の調査に対していつ

でも公開されなければならないものとする。 

 

第１１３条（会計記録） 

１ 会社は、十分な会計記録を作成し、当該会計記録と関係する会計年度が終了して

から１０年間、これを保管するものとする。 

２ 会計記録がカンボジア王国外に保管されている場合、会社は、登記上に記載され

た事務所において、会計記録の写しを保管するものとする。 

 

第１１４条（会社の記録保存義務） 

 会社及び登記上に記載された代表者は、会社の帳簿及び記録が正確でかつ良好な保存

状態に確実に保たれるようにする合理的な予防措置を取るものとする。 

 

第１１５条（社印） 

 取締役、執行役員又は登記上に記載されたの代表者が会社の代表者として締結する合

意や法律文書は社印が押されていないという理由だけでは無効とはならない。 

 

 D.取締役・執行役員 

 

第１１６条（設立時取締役） 

１ 設立者は、登記書類と定款を届け出る際、商業省担当者に対し、商業省の所定の

書式により、取締役に関する通知を送付するものとする。 

２ 設立者又は取締役は、会社設立証明書発行後５日間以内に、各取締役に開始時間

と開催場所を記載した通知を郵送する方法で、取締役会を招集するものとする。 

３ 設立時取締役の任期は、設立日から最初の通常株主総会までとする。 

 

第１１７条（株主による創立総会） 

 設立時取締役は、会社設立後１年以内に、第１回定時株主総会を開催するものとする。

株主総会招集通知は、その２０日以上前に、株主総会に出席する資格のある者に対して

書面で行うものとする。株主総会通知には、開催日、開催場所及び株主総会の議題を記

載するものとする。 

 

第１１８条（取締役の人数） 

１ 私的有限責任会社の取締役は１人以上とする。 

２ 公開有限責任会社の取締役は３人以上とする。 

３ 株主は、議決権を有する株主による普通決議によって取締役を選任するものとす
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る。 

 

第１１９条（取締役の権限） 

 取締役会は会社の事業を経営し、業務を執行しなければならない。定款には次に掲げ

る取締役の権限を記載しなければならない。 

 (1) 執行役員の任免及び権限の決定 

 (2) 執行役員の給与及びその他報酬の決定 

 (3) 取締役の給与又は報酬額に関する議案の作成及び株主への提案 

 (4) 手形、社債、無担保債券及びその他の債務証書の発行、及び、これらの本質的、

相対的及び付随的内容の決定 

(5) 株主への定款の修正及び削除の提案 

(6) 株主への吸収合併及び新設合併の提案 

(7) 株主への会社財産の全て又は重要な一部の譲渡の提案 

(8) 株主への解散及び清算の提案 

(9) 会計原則と各種類株式の支払条件に従った配当宣言 

(10) 定款で認められた範囲での株式発行 

(11) 借入 

(12) 証券の発行、再発行及び売却 

(13) 保証 

(14) 会社債務を被担保債権とする会社財産に対する抵当権の設定、担保契約、入質

又はその他の担保権の設定 

(15) 各会計年度の決算書の作成及び株主総会への年次財務諸表の提出 

 

第１２０条（取締役の資格要件） 

 １９歳以上の行為能力を有する自然人は、取締役又は執行役員に就任することができ

る。取締役は株主である必要はなく、また、定款に別段の資格要件に関する定めがある

場合を除き、その他に資格要件は存しない。 

 

第１２１条（取締役の任期） 

 定款が任期を定めていない場合、各取締役は２年毎に選任されるものとする。取締役

は再任することが可能である。 

 

第１２２条（取締役の任期） 

 全取締役の任期が同年度に終了することがないよう、各取締役の任期はずらすことが

できる。 
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第１２３条（取締役の階級） 

 定款の定めにより、各種類株主に対し、定款が定める任期の、定款が定める業務を取

り扱う１人以上の取締役を選任する権利を付与することができる。各種類株主が選任す

ることができる取締役には任期に長短を、議決権には優劣を付けることができる。 

 

第１２４条（取締役の解任） 

 取締役は、理由の有無にかかわらず、取締役ついて議決権を有する株主の過半数の賛

成によって解任することができる。 

 

第１２５条（取締役の辞任） 

１ 取締役は、会社に対して書面による通知を行うことにより、いつでも辞任するこ

とができる。取締役の辞任は、即時又は通知に記載された日に効果を生ずる。 

２ 唯一の取締役が他の取締役が就任される前に辞任する場合、当該取締役は、自ら

の辞任によって生じた損害を賠償する責任を負う。 

 

第１２６条（会社における継続） 

 取締役はその任期が終了した後、代わりの取締役が選任されるまでの間、その職務を

継続することができる。 

 

第１２７条（職務の継続） 

 取締役会は、取締役から議長を選定するものとする。取締役会議長は、取締役の過半

数の決議によって議長を解任されうるが、これによっても取締役を解任されることはな

い。 

 

第１２８条（取締役会の招集） 

１ 取締役会議長は、取締役会を招集する権限を有する。取締役会は、全取締役数の

３分の１によって招集することができる。 

２ 定款に別段の定めがある場合を除き、取締役会はカンボジア王国内において開催

されるものとする。 

３ 取締役会は、３か月に１回以上開催されるものとする。取締役会決議は、会議に

出席した取締役又はその代理人による過半数もって行うものとする。 

 

第１２９条（取締役会招集通知） 

１ 取締役会は、招集通知に記載された場所であればどこであっても開催することが

できる。通知には、その日付と会議の議題の詳細を記載するものとする。 

２ 取締役は、取締役会の招集通知を受けることを放棄することができる。取締役が
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当該取締役会に出席した場合、当該取締役は、招集通知を受けることを放棄したと

みなされるが、この場合においても、当該取締役会が適法に招集されていないこと

を理由として、当該取締役会における手続について、これに異議を述べることがで

きる。 

 

第１３０条（取締役会の協議） 

１ 定款に別段の定めがある場合を除き、取締役は取締役間の書面によるやりとりに

より、取締役会の議事を行うことができる。 

２ 各取締役は、検討及び決議のために提案された議案内容、関連情報並びに同議案

についての投票表紙を受け取るものとする。 

３ 全取締役が議案に賛成票を投じた場合、当該議案は取締役会によって承認された

とみなされる。 

４ 取締役の書面によるやりとりは、全て、取締役会の記録の一部となるものとする。

書記は、取締役の書面によるやりとりに関する議事録を作成し、全取締役にこれを

送付するものとする。 

 

第１３１条（委員会） 

 取締役会は、必要と認められる場合、業務を円滑にするために委員会を設置すること

ができる。委員会は、取締役会の過半数による書面決議をもって設置することができる。

各委員会は、取締役会の過半数をもって指名された１人以上の取締役によって構成され

る。委員会は、取締役会と同様の方法で、会議を進行するものとする。各委員会は、こ

れを設置する際の書面決議をもって、その権限を付与されるものとする。ただし、次に

掲げる事項については、委員会に対し、いかなる権限も付与することはできない。 

  (a) 株主への定款又は社内規則の修正の提案 

  (b) 株主への吸収合併又は新設合併の提案 

  (c) 株主への会社財産の全て又は重要な一部の譲渡の提案 

  (d) 株主への解散及び清算の提案 

  (e) 配当 

  (f) 株式の発行 

 

第１３２条（会議の進行） 

１ 取締役会及び委員会は、全取締役の過半数（これを上回る割合を定款で定めた場

合にあっては、その割合以上）の出席によって定足数を満たす。 

２ 各取締役は、一議決権を有するものとする。取締役は、他の取締役の署名がある

委任状を有する場合、取締役会において当該取締役を代理することができる。 

３ 書記は、取締役会の全ての会議の議事録を作成、保管し、全取締役にその写しを
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送付するものとする。 

 

第１３３条（補償） 

１ 会社は、善意かつ合理的にその業務を執行した現在又は過去の取締役、執行役員

又はその他の使用人に対して、支出を補償することができる。 

２ 他の執行役員もしくはその他の者が提示した帳簿及び記録又はその他の情報、意

見書、報告書の正確性を善意で信頼した取締役、執行役員及びその他の使用人も、

補償の対象とするものとする。 

３ 会社は、取締役、執行役員又は使用人が業務を遂行する上で生じた、当該取締役、

執行役員又は使用人に対する手続における合理的な支出及び損害を補償するもの

とする。 

 

第１３４条（取締役・執行役員による情報開示） 

 取締役又は執行役員は、次の場合、会社に対し、その利害の性質及び範囲を書面によ

り開示する、又は、取締役会議事録に説明を記載するよう要求するものとする。 

(a)  取締役又は執行役員が会社との取引の一方当事者であった場合、又は、会社

との取引を提案した場合 

(b)  取締役又は執行役員が、会社との取引の一方当事者又は会社との取引を提案

した者との間に重大な利害関係を有している場合 

 

第１３５条（取締役の開示時期） 

 取締役は、前条の場合、次に掲げる時点において、同条の情報を開示するものとする。 

  (a) 提案された取引が最初に検討された会議 

(b) 当該取締役が、当該取引が提案された時点で当該取引に利害関係を有していな

かった場合は、当該取締役が当該取引に利害関係を有するに至った後の最初の会

議 

(c) 当該取引の成立後に当該取締役が当該取引に利害関係を有するに至った場合

は、当該取締役が当該取引に利害関係を有するに至った後の最初の会議 

(d) 当該取引に利害関係を有する者が後に取締役に選任された場合は、その者が取

締役に選任された後の最初の会議 

 

第１３６条（執行役員の開示時期） 

 執行役員は、第１３４条の場合、次に掲げる時点において、同条の情報を開示するも

のとする。 

(a) 当該執行役員が、当該取引又は提案された取引が取締役会において検討される

であろう、又は、検討されていると認識した時点で直ちに 
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(b) 当該執行役員が当該取引の成立前に当該取引に利害関係を有するに至った場

合は、当該執行役員が当該取引に利害関係を有するに至った時点で直ちに 

(c) 当該取引に利害関係を有する者が後に執行役員に選任された場合は、その者が

執行役員に選任された時点で直ちに 

 

第１３７条（開示後の決議） 

 取引に利害関係を有する取締役は、次の場合を除き、当該取引を承認する決議におい

て議決権を行使することができない。 

(a) 会社又は関連会社に対する貸金債務又は当該取締役が会社又は関連会社のた

めに負った債務のための担保設定契約 

(b) 主として、当該取締役の取締役、執行役員、使用人又は会社もしくは関連会社

の登記上に記載された代理人としての報酬に関する契約 

(c) 免責や保証のための契約 

(d) 関連会社との契約 

 

第１３８条（執行役員） 

 会社は定款又は社内規則において、次に掲げる事項を定めることができる。 

(a) 取締役会は、部署の指定、執行役員の選任、執行役員の義務の決定、並びに執

行役員に対する会社の事業運営及び業務執行権限の委任をすることができる。 

(b) 取締役会は、取締役を社内のいずれかの部署に割り当てることができる。 

(c) １人の者が２つ以上の部署を兼務することができる。 

 

第１３９条（設立前の契約） 

１ 設立前に、会社名義で又は会社を代表して、契約を締結した者は、個人として当

該契約に拘束され、又、その利益を得ることができる。 

２ 会社は、契約締結後合理的な期間内に、会社設立以前に締結され、会社において

未だ承認されていない契約書を承認することができる。当該会社による承認は、承

認の意思を示す行動によってなされるものとする。 

３ 会社は、設立前に締結された契約について、契約締結時に既に存在していたもの

として扱い、これに拘束され、その利益を得ることができる。 

４ 会社名義で又は会社を代表して行動したことを主張する者は、裁判所による別段

の判決がある場合を除き、当該契約に基づく義務を負い、又は、当該契約における

利益を得る権利を有する。 

 

第１４０条（株式の対価に関する取締役の法的責任） 

１ 金銭以外を対価とする株式発行に関する承認決議に賛成票を投じた又は同株式
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発行に同意した取締役は、会社に対し、当該株式の対価が金銭であれば会社が得ら

れたであろう公正な価額と実際に会社に交付された株式の対価との差額について、

連帯して、これを弁済する責任を負う。 

２ 金銭以外を対価とするして発行された株式の対価が金銭であれば、会社が得られ

たであろう対価よりも、実際に交付された金銭以外の対価のが価値が低いことにつ

いて善意及び合理的に知り得なかった取締役は、前項の責任を負わない。 

３ 第１項に定める義務の履行を求める場合、当該請求は、当該株式発行を承認する

決議が行われた日から２年以内に行われなければならない。 

 

第１４１条（その他の取締役の法的責任） 

１ 本章の定めに反する株式の売却、買い戻し及びその他株式の取得、資本減少並び

に配当金の支払いに関する承認決議に賛成票を投じた又は同意した取締役は、会社

が支払った金額について、会社に対し、連帯して、これを返還する責任を負う。 

２ 前項に定める義務の履行を求める場合、当該請求は、当該株式発行を承認する決

議が行われた日から２年以内に行われなければならない。 

 

第１４２条（取締役の不同意） 

１ 取締役会に出席した取締役は、次に掲げる場合を除き、可決された決議及び会議

で取られた手続に同意したものとみなされる。 

 (1) 取締役が当該決議について不同意であることを議事録に記載するよう求めた

場合 

 (2) 取締役が、取締役会が閉会する前に、秘書に対し、当該決議について不同意

である旨の書面を渡した場合 

２ 決議が可決された又は手続がなされた取締役会に出席しなかった取締役は、次に

掲げる場合を除き、当該決議及び手続に同意したものとみなされる。 

 (1) 取締役が、当該決議について知ってから 15日以内に、議事録に不同意である

と書き換えさせる場合 

 (2)  取締役が、当該決議について知ってから 15日以内に、当該決議について不

同意である旨の書面を、登記上に記載されたの事務所に記録郵便によって送付す

る又は直接交付する場合 

 

 E,株式と配当 

 

第１４３条（株式） 

 株式は記名式とする。株式には金額表示があり、会社は額面価格以下で株式を発行し

てはならないものとする。各種類株式に付される権利、特権、制限及び条件は、定款に
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おいて定めるものとする。 

 

第１４４条（株式数・額面価格・権利） 

 定款において株式数及び額面価格が定められていない場合、会社は、額面 4000リエ

ル以上の株式を 1000株以上発行するものとする。定款に株式の種類についての定めが

ない場合、会社の株式は１種類のみとする。これらの株式を保有する株主の権利は平等

であり、ここにおける株主の権利には次に掲げる権利が含まれる。 

  (1) 全ての株主総会における議決権 

  (2) 決定された全ての配当において配当を受け取る権利 

  (3) 残余財産分配請求権 

 

第１４５条（種類株式の権限） 

 定款の定めがある場合、会社は、２種類以上の株式を発行することができ、また、各

種類株式について絶対的又は相対的な権利を定めることができる。各種類株式に付され

る権利、特権、制限及び条件は、定款において定めるものとする。前条各号の権利は、

少なくとも１種類の種類株式に対し、各種類株式につき個別に又は全種類株式に付され

るものとする。株式に付することができる権利及び条件には、次に掲げるものが含まれ

るものとする。 

(a) 会社の都合、株主の都合又は特定の出来事の発生によって、当該種類株式を、

当該会社又は他の会社の他の種類株式又は有価証券に転換又は交換できるこ

と 

 (b) 残余財産の分配に関する優先権 

(c) 会社の都合又は株主の都合によって、当該種類株式を買戻し又は償還できる

こと 

 (d) 譲渡制限 

 

第１４６条（株式の発行） 

１ 定款又は社内規則の定めがある場合、会社は、当該定款及び社内規則の定めに従

い、あらゆる新株予約権、株式及び証券を、取締役が決定した時期に、取締役が決

定した者に対して発行することができる。 

２ 取締役は、株式及び証券の発行価格を決定するものとする。株式は、対価の金銭、

物品又は過去の役務による払い込みが完了するまで、発行されないものとする。 

３ 商標、著作権、特許権及びあらゆる無形財産並び商標使用権は、株式の対価たる

物品とすることができる。。 

４ 株式の対価たる物品又は過去の役務の価値は全ての取締役によって決定するも

のとする。当該価値の決定は、不正行為が介在していない限り、最終決定となるも
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のとする。公開有限責任会社は、役務を対価とする株式を発行することができない。 

 

第１４７条（株主の有限責任） 

 株主は会社に対し、株式の払込金額の範囲で責任を負う。 

 

第１４８条（株式のシリーズ発行） 

 会社は、定款の定めに従い、あらゆる種類株式についてシリーズ発行を行うことがで

き、また、定款の定めがある場合、定款の定める限度で、各シリーズにおける発行株式

数、各シリーズにおいて発行される株式に付される権利、特権、制限及び条件は、全て

の取締役によって決定することができる。ただし、別段の定めがある場合を除き、同一

の種類株式で同一のシリーズに発行された株式に付された権利、特権、制限及び条件は

同一であるものとする。 

 

第１４９条（表示資本勘定） 

１ 会社は、発行する各種類株式毎に表示資本勘定を区別して、管理しなければなら

ない。 

２ 会社は、発行した株式の対価として会社が受けた全ての金銭、物品及び過去の役

務の払い込みを適切な表示資本勘定に加算しなければならない。 

 

第１５０条（表示資本勘定の増額・減額に対する制限） 

１ 会社が株式の種類又はシリーズ毎に区別して管理する表示資本勘定を増額する

ことを提案したにもかかわらず、予定していた金額の払い込みを受けることができ

なかった場合、当該表示資本勘定の増額は、取締役会の特別決議による承認を受け

なければならない。 

２ 会社は、表示資本勘定及びあらゆる資本勘定を減額することができない。ただし、

会社は、その理由を問わず、株主総会特別決議によって、資本勘定を減額すること

ができる。当該特別決議においては、減額する資本勘定を明示しなければならない。 

３ 会社は、次に掲げる状況が生じると信ずるに足りる合理的な理由がある場合、資

本勘定を減額することができない。 

(1) 会社財産の払戻しを行った後、会社が支払不能に陥る状況 

 (2) 会社財産の換価可能な価値が合計債務額を下回る状況 

４ 前項の規定は、減額分が換価可能な財産で表されない場合には、適用されない。 

５ 会社債権者は、裁判所に対し、本条に反して行われた減資によって払い戻された

金銭又は財産の返還を申し立てることができる。 

６ 前項に定める義務の履行を求める場合、当該請求は、当該減資を承認する取締役

会決議の日から２年以内に行われなければならない。 
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第１５１条（先買権付株式） 

１ 定款において株式の先買権を有する種類株式に関する定めがある場合、ある種類

株式は、まず、当該種類株式について先買権を有する株主に対する割当が行われな

い限り、それ以上発行することができない。 

２ ある種類株式について先買権を有する株主は、その他第三者と同じ価格及び条件

で、その持株数に応じて当該種類株式の割当を受ける権利を有する。 

 

第１５２条（転換権・選択権・証券を取得できる権利） 

１ 会社は、転換権、売買選択権又は証券を取得できる権利につき、証明書を発行す

ることができる。この場合、証明書又は証券には、その転換権、売買選択権又は証

券を取得できる権利の内容に関する条件を表示しなければならない。 

２ 転換権、売買選択権及び証券を取得できる権利は、譲渡することができるという

ようにも、できないというようにも設定することができ、売買選択権及び証券を取

得できる権利は、これらが付された証券から切り離すことができるようにも、でき

ないようにも設定することができる。 

 

第１５３条（株券） 

 各株主は、株券を受け取る資格を有する。各株券面には、会社名、株式の発行を受け

た者の氏名、株券番号並びに株式の種類及びシリーズを記載しなければならない。 

 

第１５４条（株式譲渡） 

 株式は、本法律及び定款が定める制限に従って譲渡することができる。会社は、株式

を譲渡することができ、譲渡人及び譲受人から共同申請を受けた場合、帳簿及び記録に

正確な記載しなければならない。 

 

第１５５条（自己株式の取得） 

１ 会社は、定款の定めに基づき、自己株式を取得すること又は株式を償還すること

ができる。 

２ 会社は、常時、１種類以上の、完全な議決権を有し、償還又は売却義務が付され

ていない株式を発行していなければならない。 

３ 株主は、株式が償還された場合、償還金の支払いを受ける代わりとして、会社に

株式を引き渡す義務を負う。この場合において、株主が株式を引き渡さないときは、

会社は、償還金を銀行の別の口座に預入し、株主に対して書面でその旨を通知する

ことができる。会社は、償還金の預入と同時に、帳簿及び記録から当該株式を抹消

しなければならない。ただし、会社は、次に掲げる状況が生じると信ずるに足りる

合理的な理由がある場合、自己株式の取得又は株式償却のための支払いを行うこと
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ができない。 

(1) 自己株式の取得又は株式償還の対価の支払い後、会社が支払不能に陥る状況 

(2) 自己株式の取得又は株式償還の対価の支払い後の会社財産の換価可能な価値

が合計債務額を下回る状況 

４ 会社が取得した、償還した又はその他の方法で取得した株式は消却しなければな

らない。ただし、定款において発行可能株式総数が制限されている場合、当該株式

を未発行の株式の状態に戻すことができる。 

 

第１５６条（自己株式の取得・株式償還による資本金の減少） 

 会社は、株式を購入、償還又は取得した場合、自己株式の取得又は株式償還のために

維持された資本勘定に対応する調整を行うものとする。 

 

第１５７条（配当宣言） 

１ 取締役は、定款が定める制限に従い、剰余金又は純利益から配当を行うことがで

きる。 

２ 取締役は、配当を行うことができる会社資金の中から、業務に使用するための特

別準備金を積み立てることができる。 

 

第１５８条（配当に対する制限） 

 会社は、次に掲げる状況が生じると信ずるに足りる合理的な理由がある場合、配当宣

言及び配当を行ってはならない。 

(a) 配当後に会社が支払不能に陥る状況 

(b) 配当後の会社財産の換価な価値が合計債務額を下回る状況 

 

第１５９条（配当の方式） 

 会社は、株式を発行することによって、配当金を支払うことができる。会社は、本パ

ートが定める制限に従い、金銭又は物品によって、配当金を支払うことができる。 

 

第１６０条（表示資本勘定の調整） 

 株式が配当金の支払いのために発行された場合、その配当金額は資本勘定に追加され

る、又は、配当金の支払いとして発行される株式のために維持されるものとする。 

 

 F.証券保証書・有価証券記入帳・証券の譲渡 

 

第１６１条（定義） 

 本パートにおいて、次に掲げる各用語は、それぞれ次に掲げる意味を有するものとす
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る。 

(1) 持参人とは、無記名証券又は白地裏書された証券の所持する者をいう。 

(2) 善意かつ有償の取得者とは、無記名証券又は指図証券の交付を受けた、又は、

その者に対して振り出された、裏書されたもしくは白紙裏書された記名証券の交

付を受け取った、善意かつ異議が申し立てられたことを知らない、有償での購入

者をいう。 

(3) 仲介人とは、証券の売買に従事する者で、証券取引において顧客のために行動

し、顧客から証券を購入し、又は、顧客に対して証券の売却をする者をいう。 

(4) 交付とは、任意に占有を移転することをいう。 

(5) 真正とは、偽造又は変造がないことをいう。 

(6) 所持人とは、その者又は持参人に対して又は白地式で振り出されたもしくは裏

書された証券を所持する者をいう。 

(7) 超過発行とは、発行者が定款又は特約で発行することを認められた証券数を越

えて、証券を発行することをいう。 

(8) 購入者とは、証券の売却、抵当、担保、質入れ、発行、再発行、贈与又はその

他任意の証券取引によって証券に利害関係を有する者をいう。 

(9) 証券又は証券保証書とは、会社によって発行される法律文書であって、 

(a) 無記名式、記名式又は指図式であり、 

(b) 広く証券取引所もしくは市場で取引されている、発行された地域で広く認識

されている、又は、投資の手段として取引される、 

(c) 法律文書の種類又はシリーズの内の１つ又は条件によってある種類もしく

はシリーズの法律文書に分けることができる、そして、 

(d) 株式、配当、その他の権利や会社の債務の証拠となる法律文書をいう。 

(10) 譲渡には、本法律に基づく移転も含まれる。 

(11) 無権代理とは、署名又は裏書に関して、偽造を含む、無権限で作成されたも

のをいう。 

 

第１６２条（証券の流通性） 

 証券は、流通性を有する法律文書である。 

 

第１６３条（文書の配布） 

事業計画、重要事項の報告書、有価証券発行届出書、証券取引公開買付回状その他、

公に対する証券の販売に関連する文書を送付又は配布する会社は、直ちに、商業省担当

者に対し、これらの書面の写しを送付しなければならない。 

 

第１６４条（記名証券） 
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 次に掲げる各々の証券を記名証券という。 

(a) 証券の権利者及び証券を譲渡した場合、その譲渡を有価証券記入帳に登録す

ることが可能であるということが明記されている証券 

(b) 記名式であることが記載されている証券 

 

第１６５条（指図証券における債務負担） 

証券に、債務は証券上の記載から合理的に認識できる者に対して支払われる、又は、

債務は証券上の記載から合理的に認識できる者に対して譲渡されると記載されている

場合、当該債務は指図式である。 

 

第１６６条（無記名証券） 

 債務が、証券を呈示したいかなる者に対しても支払われる場合、その証券は無記名証

券である。無記名証券には所持人の名前を記載されない。 

 

第１６７条（所持人の権利） 

１ 全ての証券の所持人は、自己の選択により、本法律に従って証券保証書を取得す

る、又は、会社から証券保証書を取得することができる権利に関する、他者に譲渡

することができない請書を取得することができる。 

２ 会社は、証券が複数人によって共同所有されている場合、証券保証書を１枚以上

発行する必要はない。１枚の証券保証書を１人に交付すれば足りる。 

 

第１６８条（証券上の署名） 

 証券保証書には、１人以上の取締役の自筆による署名がなされるものとし、それ以上

の追加の署名については印刷によることができる。 

 

第１６９条（株券の内容） 

 １ 会社が発行した株券面には次に掲げる事項を記載しなければならない。 

  (1) 会社の商号 

  (2) 「カンボジア王国会社法に基づき設立された」という文言 

  (3) 株券の発行を受けた者の名前 

  (4) 株券番号並びに株式の種類及びシリーズ 

  (5) 株式の譲渡に関する制限 

２ ２種類以上の種類又はシリーズの株式を発行することができる会社が発行する

株券には、次の事項が明確に記載されなければならない。 

(a) 株券発行時に存在する、各種類及びシリーズの株式に付された権利、特権、

制限及び条件 
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(b) 当該種類又はシリーズの株式に付される権利、特権、制限及び条件 

  会社は、株主の要求に応じて、株主に対して、無償で、株式に付された権利、

特権、制限及び条件を記した文書の写しを交付するものとする。 

 

第１７０条（有価証券記入帳） 

 会社は、発行済みの証券を各種類又はシリーズ毎に、次に掲げる事項を記録するため

の有価証券記入帳を保持しなければならない。 

   (a) 証券の現在及び過去の各所持人のアルファベット順の氏名及び現住所 

   (b) 各証券の所持人が所持する証券の数 

   (c) 各証券の発行及び譲渡の日及びこれらに関する詳細 

 

第１７１条（登録された所持人の取扱い） 

１ 会社は、登録された証券の所持人を、投票する権利、通知、利息、配当又は証券

に関するその他の支払を受け取る権利及び証券の所持人としての全ての権利の行

使を独占的に行うことができる者として扱わなければならない。 

２ 譲渡制限がある証券が、証券の所持人として登録されていない者に譲渡又は移転

された場合、その者は、自らが当該証券の権利又は特権を行使する権限を有してい

ることを証明しなければならない。この場合、会社は当該譲受人を、当該権利又は

特権を行使する権限を有する者として扱わなければならない。 

 

第１７２条（未成年者） 

 証券の所持人が有する権利を未成年が行使した場合、当該未成年者及びその法定代理

人は、後になって当該未成年の当該行為の効力を否定することができない。 

 

第１７３条（証券の移転） 

１ 証券が証券の所持人として登録されていない者に譲渡又は移転された場合にお

いて、その者が証券の所持人が所持していた証券保証書を会社に届出たときは、そ

の者は、証券の所持人として登録する、又は、証券の所持人として登録される者を

指名することができる。 

 ２ 前項の届出には、次に掲げるいずれかの書類を提出しなければならない。 

(a) 認証された公正証書、又は、裁判所命令もしくは遺産管理状の原本もしくは

謄本 

(b) 未成年者もしくは制限能力者の法定代理人、不在者財産管理人、清算人又は

破産管財人が、登録された証券の所持人を代わって証券が譲渡されたことを述

べた宣誓供述書 
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第１７４条（立証責任） 

 証券に関する裁判においては、 

(a) 答弁書において明確に否認されていない限り、証券上の署名又は必要な裏書

の真正は認められる。 

(b) 証券上の署名は、本人のものであり、かつ、本人の意思に基づくものと推定

される。ただし、署名の効果が争われた場合、当該署名が本人のものであり、

かつ、本人の意思に基づくものであるという事実に関する証明責任は、署名の

真正を争った者が負うものとする。 

(c) 署名の真正が争われなかった又は証明された場合において、被告は抗弁事実

を立証するか証券の瑕疵を証明しない限り、証券の所持人は、証券の提出によ

って、証券に関する権利を認められる。 

(d) 被告が抗弁事実又は証券の瑕疵について証明した場合、原告は、当該抗弁又

は証券の瑕疵は、原告又は被告が主張するその他の人に対して対抗することが

できないことについて証明責任を負うものとする。 

 

第１７５条（証券の流通性） 

 別段の合意がある場合を除き、適用可能な法律又は関連法規に従い、証券を交付しな

ければならない者は、無記名式、譲受人の氏名を記載した記名式又は譲受人への裏書も

しくは白地式裏書の形式で証券を交付することができる。 

 

第１７６条（瑕疵の通知） 

１ 証券に記載された証券の条件と、他の法律文書で証券の一部となる他の法律文書

の条件は矛盾してはならない。これらが矛盾する場合、証券に記載された条件を有

効とする。 

２ 証券に偽造又は変造されている等の手形行為に瑕疵がある場合であっても、会社

は、善意の購入者に対し、その者が保有する証券の所有権を認めるものとする。 

３ 証券の購入者が証券の購入時、証券に瑕疵があることについて善意であった場合、

その証券は有効である。 

 

第１７７条（署名の無権代理） 

 証券に署名する権限を、事前又は発行の過程において得ることなく行った署名は無効

である。ただし、署名が、振出人から当該証券又は類似の証券に署名することを委託さ

れた者によってなされた場合、署名が無権代理によってなされたことについて善意の購

入者の利益のために、その署名は有効であるものとする。 

 

第１７８条（完成・変更） 
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 発行又は譲渡に必要な署名を含む証券が、その他の点で未完成である場合、 

(a) 何人も、その権限に従って空欄を埋めることにより、これを完成させること

ができる 

(b) 空欄の補充が不正確であったとしても、補充が不正確であることについて善

意の者が当該株式を有償で譲り受た場合、当該証券は完成したものとして有効

である。 

(c) 完成された証券が不適切に変更された場合、当該変更が不正になされたもの

であったとしても、当該証券は有効であるが、当初の条件に従うものとする。 

 

第１７９条（代理人の保証） 

 次に掲げる場合、登記官又は名義書換代理人は証券の偽造につき責任を負わない。 

(a) 登記官又は名義書換代理人が行った当該証券の発行に関する行動が、その者

の権限内の行為である場合 

(b) 当該証券が正当なもので、当該証券の金額が、振出人が発行することを認め

られた金額の範囲内であったと信ずるに足りる合理的な理由がある場合 

 

第１８０条（購入者の所有権） 

 購入者は、証券の譲渡により、譲渡人が有していた又は譲渡する権限を有していた証

券上の権利を取得することができる。ただし、当該証券に関する詐欺行為又はその他の

犯罪行為に加担したことがある購入者が、当該証券の権利を、その後の善意の購入者か

ら取得したことを証明することができない場合についてはこの限りでない。 

 

第１８１条（購入者の保証） 

 １ 証券の譲渡人は、善意の購入者に証券を譲渡することによって、次に掲げる事実

のみを保証するものとする。 

  (1) 当該証券の譲渡が有効かつ適法に行われたこと 

  (2) 当該証券が正規のもので、実質的に変更されたものでないこと 

  (3) 譲渡人が当該証券の有効性を減じるような事実について全く知らないという

こと 

２ 仲介人は、場合により、その顧客、振出人及び購入者に対して、前項に定める事

項について保証し、前項に定める購入者の権利及び特権を有するものとする。これ

ら代理人として行動する仲介人による保証及び仲介人の利益のための保証は、その

顧客による保証及びその顧客の利益のための保証に加えて付与されるものとする。 

 

第１８２条（裏書を強制する権利） 

１ 記名証券が裏書されることなく購入者に譲渡された場合、当該購入者は、裏書が
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なされた時点で初めて善意の購入者となる。 

２ 証券を交付した時点で、証券上の権利の譲渡が完了したとしても、購入者は譲渡

人に対し、証券に裏書をさせる権利を有する。 

 

第１８３条（裏書） 

１ 記名証券の裏書は、適切な者が、証券又は別の書類のいずれかに、証券の譲渡又

は引き渡しについて署名したとき、又は、証券の譲渡もしくは引き渡しをする権利

について署名したときに成立する。証券の裏書は、次に掲げる条件を充たさなけれ

ばならない。 

   ・裏書は記名式又は白地式にすることができる。 

   ・白地式裏書は、持参人に対する裏書を含む。 

   ・記名式裏書には、証券が誰に譲渡されたのか、又は、誰に譲渡権限があるのか

が明記されなければならない。 

 ２ 手形の所持人は、白地式裏書を記名式裏書に転換することができる。 

 ３ 本パートにおいて、裏書をするのに適切な者とは、次に掲げる者をいう。 

(1) 証券又は記名式裏書に、当該証券について権利を有する者として記載されてい

る者 

(2) 前号に定める者が個人であり、かつ、何らかの理由によって行為能力がない場

合には、その法定代理人 

(3) 法律又は委任状に基づいて署名する権限を有する者 

(4) 権限を有する代理人、ただし、この者については前三号に定める者が代理人を

用いて権利行使することができる範囲においてのみ、裏書をするのに適切な者に

該当しうる。 

 

第１８４条（裏書人の免責） 

１ 別段の合意がある場合を除き、裏書人は、証券に裏書をすることによって、当該

証券について振出人によって履行されるべき義務を負わない。 

２ 振出人が個別に譲渡することができるよう意図して振り出した証券の組み合わ

せの一部に対して行われた裏書は、当該裏書の範囲内で有効である。 

 

第１８５条（証券が引き渡されない場合の裏書の効果） 

 記名式が白地式かにかかわらず、裏書がなされた証券が交付されるまで、又は、他の

書類に裏書がなされている場合は、証券及び当該書類の両方が交付されるまで、裏書に

よる証券の譲渡が成立したということはできない。 

 

第１８６条（無記名証券への裏書） 
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 無記名式証券への裏書は、証券の所持人が有する、登録に関する権利には影響を及ぼ

さない。 

 

第１８７条（権限を欠く裏書の効果） 

 証券の所持人は、証券の譲渡について登録した場合、振出人又は新たな、再発行され

た又は再登録された証券を受け取った善意の購入者に対し、裏書の無効を主張すること

ができる。 

 

第１８８条（振出人の責任） 

 権限を欠く裏書によってなされた証券の譲渡について、これを登録した振出人は、そ

の不適切な登録について責任を負う。 

 

第１８９条（署名の保証人への保証） 

１ 証券の裏書人の署名について保証した者は、署名の時点において、次に掲げる事

実について保証するものとする。 

  (1) 署名が真正なものであったこと 

  (2) 署名者が裏書をするのに適切な者であったこと 

  (3) 署名者が署名を行う行為能力を有していたこと 

２ 裏書人の署名を保証した者は、前項の事項を除き、個々の譲渡の適法性を保証す

るものではない。 

３ 振出人は、証券の譲渡を登録することを条件として、裏書に関する保証をするよ

う求めることはできない。 

 

第１９０条（証券の交付） 

 証券の購入者への交付は次に掲げる時点に生ずる。 

(a) 購入者又は購入者によって指名された者が、証券の占有を取得した時点 

(b) 購入者の仲介人が、購入者名義で裏書された又は発行された証券の占有を取

得した時点 

(c) 購入者の仲介人が、購入者に対して購入に関する確認書を送付し、仲介人が

その記録においてその証券が購入者に属していると確認した時点 

(d) 第三者が証券を占有した状態のまま譲渡がなされたと認められた証券につ

いては、当該第三者が購入者のためにその証券を占有することを認めた時点 

 

第１９１条（仲介人に対する交付） 

１ 別段の合意がある場合を除き、証券の譲渡が仲介人を通して、交換又はその他の

方法で行われた場合、 
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(1) 売主は、その証券を、販売仲介人又は販売仲介人によって指名された者に交付

した時点、又は、販売仲介人に、販売仲介人が売主のために占有することを認め

させた時点で、その交付義務を果たす。 

(2) 売主のために活動する、使者を含む販売仲介人は、証券を仕入仲介人もしくは

仕入仲介人によって指名された者に交付する、又は、その取引が基づく交換規則

に従って交換を成立させることによって、その交付義務を果たす。 

２ 別段の合意がある場合を除き、譲渡人の売買契約に基づく購入者に対する証券の

交付義務は、譲渡人が購入者又は購入者によって指名された者に対し、流通性があ

る方式で証券を交付する、又は、譲渡人が購入者のためにその証券を占有すること

を認めるまで、履行されたとはいえない。 

 

第１９２条（証券の返還要求） 

１ 譲渡人が制限能力者であった等、証券が譲渡人から不適法に譲渡された場合、譲

渡人は、善意の購入者を除く全ての者に対して、次に掲げる行為をすることができ

る。 

  (1) 証券の返還要求 

(2) 元の証券上の権利と同じ権利の全部又は一部を有する新たな証券の取得 

  (3) 損害賠償請求 

２ 証券の譲渡が無権限の裏書によって行われたため不適法であるという場合にお

いて、行われた裏書が無効であることが購入者に対して主張されたときは、証券の

所持人は善意の購入者に対しても、当該証券又は新しい証券の返還請求を行うこと

ができる。 

３ 証券の返還請求権は現実的履行の強制をなされ、当該証券の譲渡は制限され、当

該証券は訴訟係属期間中、領置される。 

 

第１９３条（登録を要求する権利） 

１ 別段の合意がある場合を除き、譲渡人は、購入者に対し、証券を譲渡する権限が

あることの証拠、又は、その他証券の譲渡について登録するため必要とされるもの

を交付しなければならない。ただし、証券の譲渡が無償で行われた場合、購入者が

その証拠及び譲渡について必要かつ合理的な費用を支払わない限り、譲渡人はこれ

らを行う必要はない。 

２ 譲渡人が合理的期間中に購入者の要求に答えることができなかった場合、購入者

は、当該証券の譲渡を拒絶又は取り消すことができる。 

 

第１９４条（証券の差押え） 

 証券又は証券に記載されたその他の権利の差押えは、差押えを行う者が証券の占有を
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取得するまで、効力を有しない。 

 

第１９５条（記名式による証券の登録） 

１ 記名証券が譲渡のために呈示された場合において、次に掲げるときは、その振出

人はその譲渡を登録しなければならない。 

  (1) 証券が適切な者によって裏書されたとき 

  (2) 裏書の署名が真正で裏書が有効であるという合理的な確証が得られたとき 

  (3) 収税に関する法律に従ったとき 

  (4) 譲渡が正しく行われた、又は、善意の購入者に対して行われたとき 

２ 振出人が証券の譲渡について登録する義務を負っている場合、振出人は証券を呈

示して登録を申し出た者に対し、登録の非合理的な遅延、登録できないこと又は登

録の拒否から生じた全ての損失につき、これを賠償する責任を負う。 

 

第１９６条（振出人の法的責任の制限） 

 振出人は、必要な裏書が証券上、又は、証券に付属される形でなされており、かつ、

振出人が裏書の妥当性を判断する上で合理的な注意を尽くしていた場合、当該証券の所

有者及びその他、証券の譲渡について登録したことによって損失を被った者に対し、法

的責任を負わない。 

 

第１９７条（証券の盗難・紛失届） 

 証券を紛失又は証券が外見上破損し、その所有者が当該証券の紛失又は破損を知って

から合理的な期間内にその事実を振出人に書面で通知することができない場合におい

て、振出人がその通知を受け取る前に当該証券の譲渡について登録したときは、所有者

は、振出人に対し、新たな証券の発行を求めることができない。 

 

第１９８条（振出人の新たな証券を発行する義務） 

１ 振出人は、証券の所有者から、証券を紛失した又は証券が破損したと主張された

場合において、次の各号に掲げる場合に該当するときに、元の証券の代わりとして、

新たな証券を発行しなければならない。 

(1) 証券を善意の購入者が取得したことを振出人が知る前に、所有者が証券を紛失

した又は証券が破損したとの主張を行った場合 

(2) 所有者が振出人に十分な補償を約束した場合 

(3) 所有者が振出人によって課されたその他の合理的な条件を満たした場合 

２ 前条に基づいて新たな証券が発行された後に、善意の購入者が譲渡の登録のため

に元の証券を呈示した場合、振出人は、善意の購入者が求める証券の譲渡について

登録しなければならない。 
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３ 振出人は、前項の場合、新たな証券を発行した者から、第１項における補償の約

束に基づく権利に加え、新たな証券を取り戻すことができる。 

 

 G.財産管理人・収益管理人 

 

第１９９条（財産管理人の機能） 

 財産管理人は、裁判所によって認められた範囲を超えて、会社の経営に関わることは

できない。会社財産の財産管理人は、担保権者の権限に従い、管理財産から収入を受け

取り、当該財産に関連する債務を弁済ことができる。財産管理人は、財産管理人を指名

した者に代わり、担保権を実行することもできる。 

 

第２００条（収益管理人の機能） 

 裁判所は、財産管理人を指名した者の担保権を保護する目的で、財産管理人が当該会

社の経営に関わることを許可することができる。この場合、その者を収益管理人という。 

 

第２０１条（取締役の権限停止） 

 裁判所又は法律文書によって収益管理人が指名された場合、当該会社の取締役の権限

は、収益管理人が解任されるまで停止される。 

 

第２０２条（財産管理人の権限） 

１ 裁判所によって指名された財産管理人又は収益管理人は、裁判所の指示に従って

行為しなければならない。 

２ 法律文書によって指名された財産管理人又は収益管理人は、その法律文書及び裁

判所の指示に従って行為しなければならない。 

 

第２０３条（財産管理人・収益管理人の義務） 

 財産管理人又は収益管理人は、次に掲げる義務を負う。 

(1) 信義に従い、誠実に行動し、占有下にある財産について、商習慣上合理的な方

法によって取り扱い、管理しなければならない。 

(2) 商業省担当者に対して直ちに、自らの選任及び解任について通知しなければな

らない。 

(3)  指名の根拠となる裁判所の命令又は法律文書に従って、当該会社の財産を保

護し、管理しなければならない。 

(4) 管理下にある会社資金のために、財産管理人又は収益管理人名義で銀行口座を

開設し、維持しなければならない。 

(5) 財産管理人又は収益管理人として行った全ての取引明細を保管しなければな
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らない。 

(6) 管理業務の明細を保管し、通常の営業時間の間、商業省担当者がこれを閲覧で

きるようにしておかなければならない。 

(7) 選任された日から少なくとも６ヶ月毎に１度、管理業務に関する財務諸表を準

備しなければならない。 

(8) 業務完了の際、管理業務に関する最終報告書を提出しなければならない。 

 

第２０４条（裁判所による指示） 

 裁判所は、財産管理人又は収益管理人による請求又は利害関係人による請求に基づき、

本パートに定める一般原則を制限することなく、次に掲げる事項を含む、最も適する認

められる命令を行うことができる。 

(a) 財産管理人又は収益管理人の選任、変更又は解任及び報告の承認に関する命

令 

(b) 通知の決定又は通知を行わないという命令 

(c) 財産管理人又は収益管理人の報酬の設定に関する命令 

(d) 財産管理人又は収益管理人の義務に関連する事項についての指示に関する

命令 

 

 H.株主 

 

第２０５条（株主総会の開催場所） 

１ 株主総会は、定款もしくは社内規則が定めた、又は、取締役会が決定したカンボ

ジア王国内の場所において開催されなければならない。 

２ 当該株主総会において議決権を有する全ての株主が同意した場合、株主総会は、

カンボジア王国外で開催することができる。 

 

第２０６条（取締役による招集） 

１ 取締役は、会社設立後１２ヶ月以内に、定時株主総会を招集しなければならない。 

 ２ 取締役は、必要な場合、臨時株主総会を招集しなければならない。 

 

第２０７条（株主による招集） 

１ 株主は、取締役に対し、招集の理由を示して、株主総会の招集を請求することが

できる。 

２ 前項の請求は、当該株主総会において５１％以上の議決権を有する株主が行うこ

とができるものとする。 

３ 第１項の請求は、１人又は複数の株主が署名した請求書類によることができる。
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この請求には、株主総会において取り扱われる事柄が記載され、各取締役及び登記

上に記載された事務所に送付されなければならない。 

４ 取締役は、第１項の請求を受け取った場合、当該請求に記載された事柄を取り扱

うために株主総会を招集しなければならない。 

５ 前項の場合で取締役が株主総会を招集しなかったときは、第１項の請求に署名し

た株主は、取締役が第１項の請求を受け取ってから２１日以内に、株主総会を招集

することができる。 

６ 株主が招集した株主総会において他の決議が行われない限り、会社は株主に対し、

株主総会の招集の請求、招集及び開催に伴って生じた合理的な支出について、これ

を償還しなければならない。 

 

第２０８条（裁判所による招集） 

１ 何らかの理由で、定款もしくは本法律が定める方法によって株主総会を招集する

ことができない又は開催することができない場合、取締役、当該株主総会において

議決権を有する株主又は商業省担当者は、裁判所に対し、裁判所が適切と認める方

法によって株主総会を開催せよとの命令を求めることができる。 

２ 裁判所は、前項の命令によって開催される株主総会においては、定款又は本法律

が定める定足数の定めを変更又は撤廃せよと命令することができる。 

 

第２０９条（基準日の設定） 

１ 基準日の営業終了時において有価証券記入帳に名前が記載されている株主は、株

主総会招集通知を受け取ることができる。 

２ 取締役は、基準日を株主総会の開催日の２０日前から５０日前までの間の期間に

これを設定することができる。 

３ 取締役が基準日を設定しない場合、基準日は次に掲げる時点とする。 

  (1) 株主総会招集通知送付日の前日の営業終了時 

  (2) 株主総会招集通知が送付されないときは、株主総会開催日 

４ 議決権又は株主総会招集通知を受け取る権利以外の事柄ついて、株主であると定

めるための基準日は、当該事柄に関する取締役会決議が行われた日の営業終了時と

する。 

 

第２１０条（基準日の通知） 

１ 取締役が基準日を設定した場合、取締役は、会社の登記上に記載された事務所の

所在地において流通する新聞において、基準日に関する通知を行わなければならな

い。 

２ 取締役は、株式を取引の対象として登録している、カンボジア王国内の全ての証
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券取引所に対しても、基準日に関する書面による通知を送付しなければならない。

当該通知は、取締役が基準日を設定してから７日間以内に行われなければならない。 

３ 前２項の規定は、取締役が基準日を定めた日の営業終了時において有価証券記入

帳に名前が記載されている全ての株主が書面で基準日に関する通知を放棄した場

合には適用しない。 

 

第２１１条（株主名簿） 

 会社は、株主総会招集通知を受け取る権利を有する株主の名簿を作成しなければなら

ない。株主名簿には名前順に株主の名前を及び各株主の保有株式数を記載しなければな

らない。取締役が基準日を設定した場合は、取締役は基準日から１０日間以内に株主名

簿を準備しなければならない。取締役が基準日を設定しない場合は、株主名簿は次に掲

げる時点までに準備しなければならない。 

  (1) 株主総会招集通知送付日の前日の営業終了時 

  (2) 株主総会招集通知が送付されないときは、株主総会開催日 

 

第２１２条（名簿の効果） 

１ 株主名簿に名前が記載された者は、当該株主名簿が作成された株主総会において、

株主名簿の名前欄の横に記された株式につき議決権を有する。 

２ 株主名簿に名前が記載された者が基準日後にその株式を譲渡した場合において、

譲受人は、次に掲げる各条件を満たしたときは、その議決権を行使することができ

る。 

(1) 株券の裏書が正確になされている又はその他の方法で自らが株式を保有して

いることを証明する 

(2) 株主総会開催日の１０日より短い、定款が定める期間以前に、その名前を株主

名簿に加えるよう請求した 

 

第２１３条（株主名簿の閲覧） 

 株主は、次に掲げる条件の下、株主名簿を閲覧することができる。 

(a) 通常の営業時間内に、登記上に記載された事務所又は主要な有価証券記入帳

が保管において 

(b) 株主名簿が作成された株主総会において 

 

第２１４条（株主総会招集通知） 

１ 株主総会招集通知書は、株主総会開催日の２０日から５０日前に、全ての株主、

全ての取締役及び監査役に対して送付されなければならない。 

２ 株主総会招集通知には、開催日、議題及び開催場所が記載されなければならない。
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株主総会において、特別な事柄について議論がなされる場合、株主総会招集通知に

は、株主が合理的な判断ができるように、議論される事柄の内容について詳細に記

載された書面及び株主総会において提出される特別決議の文言が記載されなけれ

ばならない。 

３ 株主は、株主総会招集通知を受け取ることができなかったとしても、これによっ

ては株主総会における議決権を失わない。 

４ 株主総会が延期され、その期間が３０日を下回る場合、会社は、定款に別段の定

めがある場合を除き、延期された最初の株主総会において延期の通知を行えば足り

る。 

 

第２１５条（招集通知の放棄） 

１ 株主及びその他株主総会に出席することができる者は、株主総会招集通知を受け

取る権利を放棄することができる。 

２ 株主又はその他株主総会の出席者は、前項の権利を放棄した場合であっても、当

該株主総会が適法に招集されていないことを理由として、当該株主総会における手

続について、これに異議を述べることができる。 

 

第２１６条（株主提案） 

 株主総会において議決権を有する株主は、次に掲げる行為をすることができる。 

(a) 株主総会において議論すべき事柄を提案するための通知を会社に提出する

こと 

(b) 株主提案を行うために適切な事柄を株主総会において議論すること 

 

第２１７条（定足数） 

１ 定款に別段の定めがある場合を除き、株主総会の定足数は、議決権を行使するこ

とができる株式の過半数を有する株主又はその代理人の出席とする。 

２ 株主総会の開始時に定足数が満たされている場合、出席した株主は株主総会の手

続を進めることができる。 

３ 株主総会の開始時に定足数が満たされていない場合、出席した株主は、開催日時

と開催場所を決定し、株主総会を延期することはできるが、その他の手続を進める

ことはできない。 

 

第２１８条（議決権） 

１ 議決権を有する全ての株主又はその代理人は、その議決権に従って、株主総会に

出席し、議決権を行使することができる。 

２ ２人以上の者が株式を共有する場合、他の共有者が株主総会に欠席したとしても、
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その内の出席した１人によって議決権を行使することができる。 

３ ２人以上で株式の共有する者の内、２人以上が、自ら又は代理人によって、共に

株主総会に出席した場合、これらの者は、１人の株主として議決権を行使するもの

とする。 

 

 

第２１９条（委任状・議決権共同契約） 

１ 全ての株主は、あらゆる株主総会において、他の自然人を代理人とし、議決権を

代理行使させることができる。全ての委任状は書面により、ここには、株主による

署名がなされ、期日が記載されなければならない。 

２ 前項の代理の有効期間は、委任状になされた署名の日から１年を超えることがで

きず、委任状に１年以下の期間が定められている場合はその期間を超えることがで

きない。 

３ 複数の株主は、株主間において、書面により、各株主の議決権を一定の方法で行

使することについて合意することができる。 

 

第２２０条（投票） 

 定款に別段の定めがある場合を除き、取締役の選任及び株主の投票によって決せられ

るその他の事柄の決定は、秘密投票によるものとする。 

 

第２２１条（株主総会決議に代わる書面決議） 

１ ある事項について株主総会における議決権を有する全ての株主が署名を行った

書面による決議は、株主総会で決議が行われたのと同じ効力を有する。 

２ 株主総会で取り扱われるべき事柄について、当該株主総会において議決権を有す

る全ての株主が署名を行った書面による決議は、本法律において定められた、株主

総会に関連する全ての要件を満たさなければならない。 

３ 株主総会に代わる書面による決議の写しは、株主総会議事録と共に保存されるも

のとする。 

 

第２２２条（裁判所に対する申立て） 

１ 株主総会招集通知書を受け取っておらず、それに関する合理的な証拠を有してい

る株主は、裁判所に対し、当該総会でなされた決議を取り消すよう申し立てること

ができる。 

２ 会社、株主又は取締役は、裁判所に対し、取締役又は監査役の選任に関する紛争

についての判断を求める旨の申立てを行うことができる。 
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第２２３条（全株主による合意） 

１ 全株主が一致して合法的に行った、取締役の経営権限及び業務執行権限の一部又

は全部を制限するという内容の合意書は有効である。株式を譲り受けた者は、当該

合意を行った一員とみなされる。 

２ 前項の合意を行った株主は、当該合意に関する全ての取締役の経営権限及び業務

執行権限を有する。取締役は、前項の合意によってその義務と責任から解放される。 

３ 第１項の合意は、株主間でなされるものとする。当該合意書は、第１０９条に定

める会社記録において保管されるものとする。 

４ 第１項合意がなされた場合、会社は、このことを株券上に記載しなければならな

い。 

 

 I.財務情報の開示 

 

第２２４条（年次財務諸表） 

 取締役は、全ての定時株主総会において、株主に対して、年次財務諸表を交付しなけ

ればならない。財務諸表には次に掲げる書類を含むものとする。 

(a) 当会計年度と前会計年度を比較した財務諸表 

  会社設立初年度における財務諸表に関する期間は、会社設立日に始まり、定

時株主総会から６ヶ月前までの期間における任意の日に終わるものとする。 

(b) 監査役の報告書 

(c) 定款、内部規則又は株主全員一致による合意において必要とされる会社の財

務状況又は事業に関する報告書 

 

第２２５条（株主による閲覧・謄写） 

 株主、その代理人及び法定代理人は、その要求によって、会社の通常の営業時間内の

間、年次財務諸表を閲覧し、無償で謄写することができる。 

 

第２２６条（計算書類等の承認・発行） 

１ 取締役は、年次財務諸表を承認しなければならない。年次財務諸表の承認には１

人以上の取締役が署名するものとする。 

２ 会社は、年次財務諸表が取締役によって承認され、監査役の報告書が付されない

限り、当該財務諸表の写しを発行、刊行又は流通させることができない。 

 

第２２７条（株主への提供） 

 会社は、定時株主総会の２１日以上前、又は、当該定時株主総会に代わる書面決議に

署名をする前に、全ての株主に対し、財務諸表及び補足資料の写しを送付しなければな
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らない。ただし、会社に対して予め、財務諸表及び補足資料の写しの送付は不要である

旨、書面で通知している株主に対してはその限りではない。 

 

第２２８条（商業省担当者への提供） 

１ 一般公開され、かつ、１人以上の者によって所持されている未払有価証券を発行

した公開有限責任会社は、商業省担当者に対し、財務諸表及びそれに関連する資料

の写しを送付しなければならない。 

２ 会社は、定時株主総会の２１日前までに、又は、定時株主総会に代わる書面決議

がなされた後直ちに、前項の書類を送付しなければならない。 

 

第２２９条（監査役の選任） 

１ 株主は、第１回の定時株主総会及び以降の定時株主総会において、普通決議によ

よって監査役を選任するものとする。 

２ 監査役の任期は、次の定時株主総会が終了するまでとする。 

３ 定時株主総会において監査役が選任されなかった場合、次の監査役が選任される

までの間、現職の監査役が留任する。 

 

第２３０条（監査役設置義務の免除） 

 有価証券を一般公開していない、又は、１人以上の者により未払有価証券を所持され

ていない会社の株主は、監査役を選任しないことを決議することができる。 

 

第２３１条（監査役の報酬） 

 監査役の報酬は、株主総会普通決議又は取締役会で決定することができる。 

 

第２３２条（監査役の解任・不在） 

１ 株主は、監査役が裁判所又は臨時株主総会普通決議によって選任された場合を除

き、監査役を解任することができる。株主はその際、代わりの監査役を選任するこ

とができる。 

２ 監査役が不在の場合、取締役会は、監査役が不在となった日から２１日以内に、

監査役を選任するために臨時株主総会を招集しなければならない。 

３ 前項の場合において、新たに選任された監査役は、前の監査役の残存任期をその

任期とする。 

 

第２３３条（裁判所による監査役の選任） 

 監査役が不在の場合、裁判所は、株主又は商業省担当者の請求により、株主によって

新たな監査役が選任されるまでの間その任につく監査役を選任し、その報酬を決定する
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ことができる。 

 

第２３４条（監査役の権限・義務） 

１ 監査役は、株主に本法律が要求する財務諸表について、株主に対して報告するた

めに必要と認められる調査を行わなければならない。 

２ 監査役の要求により、現職もしくは以前の取締役、執行役員、使用人、又は、会

社の代理人は、監査役がその職務遂行のために必要とする、情報、説明、並びに、

帳簿及び記録の提供を行わなければならない。 

３ 監査役は、全ての株主総会招集通知を受け取り、会社の費用で、株主総会に出席

し、監査役としての義務に関する事項について知る権利を有する。 

４ 取締役又は株主（当該株主総会における議決権の有無を問わない。）は、定時株

主総会の１０日以上前に、現職又は以前の監査役に対して招集通知書を送付した場

合、当該監査役又は以前の監査役は、会社の費用で、当該株主総会に出席し、監査

役の義務に関する質問に回答しなければならない。 

 

 J. 定款変更 

 

第２３５条（定款の変更） 

 有限責任会社は、複数回、そして、いつでも、定款を変更することができる。 

 

第２３６条（投票） 

１ 会社の定款は、特別決議によって変更されるものとする。定款変更の提案が次に

掲げる目的で行われる場合、当該株式の種類又はシリーズ毎に決議を行われ、当該

種類又はシリーズの株主は議決権を有するものとする。 

  (1) ある種類又はシリーズの株式に付された権利、特権又は制限の追加、変更又

は削除 

  (2) ある種類又はシリーズの株式の発行可能株式総数の増加又は減少 

(3) ある種類又はシリーズの株式と同等又はそれよりも優先するされる権利又は

特権を有する種類又はシリーズの株式の授権株式総数の増加 

(4) ある種類又はシリーズの株式と同等又はそれよりも優先する種類される又は

シリーズの株式を新たに創出する場合 

(5) ある種類又はシリーズの株式よりも劣後、優先する又は同等の権利又は特権を

有する種類又はシリーズの株式を創出する場合 

(6) ある種類又はシリーズの株式の資本金勘定を減少させる場合 

２ 定款上、ある種類又はシリーズの株式には議決権がないと定められていたとして

も、当該種類又はシリーズの株主は、直接又は間接的に、当該種類又はシリーズの
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株式の権利、特権、制限又は条件に不利な影響を及ぼす定款の変更については、常

に、当該株式の種類又はシリーズ毎に決議が行われ、当該種類又はシリーズの株主

は議決権を有するものとする。 

３ 前項の議決権は、定款又はその他の方法によっても、否定、縮小又は制限される

ことはない。 

 

第２３７条（総会の通知） 

 会社は、株主総会において定款変更を議題とする場合、当該株主総会の少なくとも２

０日前までに、当該議題について議決権を有する株主に対し、株主総会通知書を送付し

なければならない。定款変更案は、総会の通知に同封されなければならない。 

 

第２３８条（定款変更の内容） 

 定款変更により、次に掲げる事項を変更することができる。 

  (a) 会社名の変更 

  (b) 事業目的又は事業内容の増加、減少又は変更 

(c) 種類株式の絶対的又は相対的な内容変更に伴う当該種類株式の再分配 

(d) 種類株式に対する配当金の変更 

(e) 内容が絶対的又は相対的に既存の種類株式よりも優先する又は劣後する新た

な種類株式を創出することによる増資 

(f) 種類株式又は授権株式の発行価格を下げることで減資を行う場合。資本金は、

定款で定められた資本金額の半分以下に減少させてはならない。商業省に改正が

届け出られた後、９０日間は、減資を行ってはならない。もしその間に、会社に

よってその債務に異論がない債権者による反対があった場合、その債権者は、減

資が効力を発する前に、その債権の完済を受けるものとする。 

(g) 会社の存続期間の変更 

(h) 登記上に記載された事務所の変更 

(i) 定足数の変更 

(j) 本法律によって定款に加えることが認められた、条項の追加 

 

第２３９条（定款変更の届出） 

１ 定款変更に関する全ての書類には、株主によって承認された日付が明確に記載せ

ねばならず、少なくとも取締役会議長又は取締役会議長から承認を受けた取締役に

よる署名がなされなければならない。 

２ 定款変更は、株主総会で承認されてから１５日間以内に、商業省に届け出られな

ければならない。 
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第２４０条（定款変更の証明） 

１ 商業省担当者は、定款への変更を受領した際に、定款変更証明書を発行しなけれ

ばならない。 

２ 定款変更は、商業省の定款変更証明書記載の日付から効力を有する。ただし、変

更された定款に定款変更証明書記載の日付以降９０日以内の日付が記載されてい

る場合には、この限りでない。 

 

 K. 合併 

 

第２４１条（合併の権限） 

１ ２社又はそれ以上の会社は、一つの会社として合併すること又は新会社を設立す

るために合併することができる。 

２ 解散する会社を合併消滅会社といい、業務を継続する会社を合併存続会社という。

合併消滅会社の法人格は、商業省が合併存続会社に対して合併証明書を発行した日

に消滅する。  

 

第２４２条（取締役会における承認） 

 合併を提案する両社の取締役会は、合併契約の議案について決議するものとする。定

款に別段の定めがある場合を除き、決議は取締役会の定足数の過半数によるものとする。 

 

第２４３条（合併契約） 

 合併契約には、次に掲げる事項が定められなければならない。 

(a) 合併の条件 

  (b) 合併存続会社の定款 

  (c) 合併消滅会社の種類株式を合併存続会社の種類株式に交換する方法 

(d) 合併消滅会社の株式を交換することができない場合、当該合併消滅会社株式の

株主が合併において受け取るべき金銭の額、権利、証券又はその他の財産 

(e) 種類株式の株主が合併決議の投票前に入手することができるその他の情報 

(f) 合併の完了並びにそれに続く合併存続会社の経営及び事業のために必要な取

り決めの詳細 

 

第２４４条（株主への通知） 

 合併消滅会社の取締役会において合併契約に関する議案が承認された後、合併存続会

社の株主は、合併について議決権を有する株主に対し、株主総会招集通知を送付しなけ

ればならない。 

(a) 合併消滅会社の取締役会は、合併契約締結後３０日以内に、合併契約を承認す
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るために株主総会を招集しなければならない。 

(b) 株主総会招集通知には、合併契約の写しが添付されなければならない。 

(c) 合併消滅会社は、株主総会の少なくとも２０日前までに株主総会招集通知を送付

しなければならない。 

 

第２４５条（株主による投票）  

 合併契約の承認は、合併消滅会社の株主の３分の２以上による特別決議によるものと

する。 

 

第２４６条（種類による投票） 

１ 定款上、ある種類株式には議決権がないと定められていたとしても、当該種類株

主は、直接又は間接的に、当該種類株式の権利、特権、制限又は条件を変更する内

容を含む合併契約に関する決議については、常に、当該株式の種類又はシリーズ毎

に決議が行われ、当該種類又はシリーズの株主は議決権を有するものとする。 

２ 前項の議決権は、定款又はその他の方法によっても、否定又は変更されることは

ない。 

 

第２４７条（合併条項の届出） 

 合併存続会社の取締役は、商業省に次に掲げる各書類を届出なければならない。 

  (a) 合併契約書 

(b) 合併消滅会社の、合併契約に関する株主総会決議及び取締役会決議 

  (c) 合併存続会社の定款 

(d) 商業省担当者の要求により作成された、次に掲げる事実に関する、合併消滅会

社の取締役又は執行役員の宣誓書 

(ⅰ) 合併消滅会社及び合併存続会社それぞれが、各々の債務を弁済することが

できるということ 

(ⅱ) 合併存続会社の換金可能な財産価格が、その債務と全ての株式の資本金勘

定以下ではないということ 

(ⅲ) 合併によって債権者が損害を被らないということ 

(ⅳ) 適切な書面通知が合併消滅会社の全ての債権者に送付されており、当該合

併について、正当かつ妥当な異議が債権者からなされていないこと 

 

第２４８条（合併の効果） 

 商業省は、合併存続会社の定款を受領した際に、合併証明書を発行するものとする。

合併証明書記載の日付において、次に掲げる各法的効力が生じる。 

  (a) 合併消滅会社と合併存続会社の合併 
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  (b) 合併存続会社による合併消滅会社の財産の承継 

  (c) 合併存続会社による合併消滅会社の債務の引受 

(d) 合併存続会社による合併消滅会社に関する民事法、刑事法又は行政法上の地位

の承継 

(e) 合併定款は合併存続会社の定款としてみなし、合併証明書は、合併存続会社の

会社設立証明書としてみなす。 

 

第２４９条（査定請求権） 

 合併における合併消滅会社の株主は、保有する合併消滅会社の株式について、その価

値を査定するよう求めることができる。ただし、この場合、株主は次に掲げる各条件を

満たさなければならないものとする。 

(a) 合併承認の決議の前から合併消滅会社の株式を所有していたこと 

(b) 合併承認の決議に賛成しなかったこと 

(c) 商業省への合併定款の届出後、合併存続会社に対して書面によって請求したこ

と 

(d) 価値の査定を請求する際に、自己の株券を合併存続会社に引き渡したこと 

 

第２５０条（査定の手続） 

１ 査定が必要な場合、合併存続会社及び査定を請求した株主は、その株式について

公正な価格で合意がなされるよう、最大９０日間の交渉を行うものとする。 

２ 公正な価格は、全ての関連事情を検討した上で決定されるものとする。ただし、

合併自体によって生み出された価値はこれに含まないものとする。 

３ 合併消滅会社の定款又は合併定款には、全ての査定に関する紛争が仲裁によって

解決されるということを規定することができる。全ての株主は、最終的な仲裁判断

がなされる前であればいつでも、価値の査定に関する請求を撤回することができる。

この場合、当該株主は、合併存続会社から、査定の請求をしていなければ、合併に

よって受け取っていたであろう金額の支払いを受けることができる。 

４ 公正な価格について合意に至らなかった場合、管轄裁判所は、その価格を決定し、

査定を請求した株主はその金額を受け取ることができる。 

 

 L. 解散・清算 

 

第２５１条（解散） 

１ 株式を発行していない会社は、何時でも、全取締役による決議によって解散する。 

２ 資産及び負債を有しない会社は、株主総会特別決議によって、二種類以上の株式

を発行している会社は、議決権の有無にかかわらず、全ての種類株主総会おける特
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別決議によって、それぞれ解散する。 

 ３ 会社は商業省担当者に対し、規定の方式の解散申出書を送付するものとする。 

 ４ 商業省担当者は、解散申出書を受領した後、解散証明書を発行するものとする。 

 ５ 会社は、解散証明書に記載された日付において、消滅したものとみなされる。 

 

第２５２条（清算・解散の提案） 

１ 取締役及び株主総会において議決権を有する株主は、会社の任意清算及び解散の

提案を行うことができる。 

２ 任意清算及び解散の提案が行われる株主総会の招集通知には、清算及び解散の条

件を記載されなければならない。 

３ 財産又は債務を有する会社は、次に掲げる場合に、全ての種類株主総会における

特別決議によって解散する。会社が二種類以上の株式を発行している場合、種類株

主が議決権を有しているか否かに関わらず、全ての種類株主総会における特別決議

を要するものとする。 

 (1) 株主総会特別決議、又は、株主が取締役に対して全会社財産を分配し、全会

社債務を弁済する権限を付与する旨の株主総会普通決議が可決された場合 

 (2) 会社が、商業省担当者に対して解散届出書を送付する以前に、会社財産を分

配し、会社債務を弁済した場合 

 

第２５３条（解散の要旨に関する報告書） 

１ 会社は、清算及び解散に関する決議が可決した後、商業省担当者に対し、規定の

方式による解散主旨書を送付しなければならない。 

２ 商業省担当者は、解散主旨書を受理した後、解散主旨証明書を発行するものとす

る。 

３ 会社の法人格は、商業省担当者が解散主旨証明書を発行してから、商業省から解

散証明書が発行されるまでの間存続するものとするが、会社は、清算に必要な業務

を除いてその業務を停止するものとする。 

 

第２５４条（解散の要旨に関する通知） 

 会社は、商業省担当者から解散主旨証明書が発行された後直ちに、次に掲げる措置を

とらなければならない 

   (a) 会社の知れている債権者に対する、解散する旨の通知 

 (b) 連続した２週間の間、会社の登記上に記載された事務所の所在地において発

行もしくは配付されている新聞、又は、商業省の規則が規定する他の刊行物に

よって、解散する旨を知らせる公告 
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第２５５条（清算） 

１ 会社は、清算又は解散を行うことについての証明書が発行された後、その財産を

回収し、株主に対して現物による分配が行われる予定のない財産を処分し、全ての

債務を消滅させ、そして、その業務を清算又は解散のために必要な全ての手続を行

わなければならない。 

２ 会社は、清算又は解散する旨の通知がなされ、全ての債務について、弁済又は免

除が行われた後、株主に対し、残余財産が金銭か物品にかかわらず、各株主の権利

に従って、残余財産を分配するものとする。 

 

第２５６条（裁判所による監督） 

１ 商業省担当者又は利害関係人は、会社の清算手続期間中いつでも、裁判所に対し、

裁判所監督下で清算手続が行われるよう申し立てることができる。 

２ 前項の申立人は、商業省に対し、前項の申立てを行ったことを通知しなければな

らない。商業省担当者は裁判所に出廷し、自ら又は弁護人によって書類を提示する

ことができる。 

 

第２５７条（解散） 

 １ 清算終了後、会社は解散届出書を準備しなければならない。 

２ 会社は、商業省担当者に対し、規定の方式による解散届出書を送付するものとす

る。 

３ 商業省担当者は、解散申出書受領後、解散証明書を発行するものとする。 

４ 会社は、解散証明書に記載された日付において、消滅したものとみなされる。 

 

第２５８条（破産の場合における適用除外） 

 解散及び清算に関する規定は、裁判所に破産を申し立てた会社には適用されない。 

 

 M.商業省担当者 

 

第２５９条（担当者の選任） 

 商業省は、本法律に基づき、商業省担当者としての義務を履行しその権限を行使する

者を選任しなければならない。 

 

第２６０条（商業省担当者の証明） 

 本法律上、商業省による証明書の発行、もしくは、事実の証明が必要、又は、認めら

れている場合、当該証明書には商業省担当者による署名がなされなければならない。 
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第２６１条（写し） 

 商業省担当者に対する通知又は書類の送付が必要とされる場合、商業省担当者は写し

を受理することができる。 

 

第２６２条（商業省担当者によって要求される証拠） 

 商業省担当者は、書類又は書類に記述された事実を、宣誓供述書によって確認するよ

う求めることができる。 

 

第２６３条（規則） 

 商業省は次に掲げる規則を設けることができる。 

(a) 本法律が定めることを必要又は認める事柄を定める規則 

(b) 届出、調査、書類の複写又はその他の行為に関する手数料の支払いに関する

規則 

(c) 商業省が送付又は発行しなければならない通知及び文書の内容並びに電子

的方式又はその他の方式について定める規則 

(d) 通知及び書類の送付又は発行に関する規則 

(e) 本法律によって認められる免除に関する規定 

 

第２６４条（定款・解散主旨書の提出） 

１ 商業省に送付される定款又は解散主旨書には、取締役又は執行役員が、原始定款

の場合には設立者が署名するものとする。 

 ２ 商業省担当者は、定款又は規定の方式による解散主旨書を受理した後、次に掲げ

る手続を行わなければならない。 

  (1) 届出日の記録 

  (2) 適切な証明書の発行 

  (3) 証明書及び定款もしくは説明書、又は、写真による、電子的方式による、も

しくは、その他の方式による証明書及び定款もしくは説明書の複写の保管 

  (4) 会社又は代表者への、証明書及び定款もしくは説明書、又は、写真による、

電子的方式による、もしくは、その他の方式による証明書及び定款もしくは説明

書の複写の送付 

  (5) 商業省の官報における証明書の発行に関する通知 

 

第２６５条（証明書の日付） 

 商業省によって発行される証明書は、解散主旨書、定款もしくは証明書が発行される

根拠となった裁判所の命令が受領された日付、又は、それ以降で、裁判所、もしくは、

定款もしくは解散主旨書に署名した者が指定する日付とすることができる。 
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第２６６条（適法証明） 

 商業省担当者は、会社が本法律に基づいて商業省に送付した証明書及び必要書類をい

かなる者に対しても閲覧させることができる。 

 

第２６７条（訂正） 

１ 商業省担当者によって会社に発行された証明書に誤りがある場合、取締役又は株

主は、証明書の誤りを修正するために、本法律に従って、商業省担当者に文書を送

付するものとする。会社の請求に正当な理由がある場合、商業省は、誤りを含む証

明書を否定し、正しい内容の証明書を発行しなければならない。 

２ 正しい内容の証明書の発行日は、正しい内容の証明書が交付された日付とする。 

３ 証明書の内容に重大な変更が生じる場合、商業省担当者は、直ちに、商業省の官

報において訂正の通知を行うものとする。 

 

第２６８条（記録の閲覧・謄写） 

１ 規定の手数料を支払った者は、通常の営業時間の間、商業省に送付された書類を

閲覧、謄写及び引用をすることができる。本条は、裁判所の命令による調査報告書

には適用されない。 

２ 商業省担当者は、本条に従って、全ての者に対して前項の書類の写し又は謄本を

交付しなければならない。 

 ３ 商業省が記録を書面以外の形式で保存する場合、 

(a) 商業省は、本条において備える付ける必要がある全ての記録の写しを読むこ

とができる形式で備え付けなければならない。 

(b) これらの記録の写しで商業省担当者による認証を受けたものは、証拠として、

元の記録と同じ効力を有する。 

 

第２６９条（記録の保存） 

 商業省は、書面を受領してから１０年間が経過した後は、証明書及び解散主旨書を除

き、いかなる書面についても、これを交付することを要しない。 

 

 

第四章 

外国企業 

一般条項 

 

第２７０条（外国企業の定義） 

 外国企業とは、外国法に基づいて設立された、カンボジア王国に拠点を有し、事業を
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行なう法人をいう。 

 

第２７１条（形態） 

 １ 外国企業は、次に掲げる形態により、カンボジア王国での事業を行うことができ

る。 

   (a) 商務代表事務所又は商務連絡事務所 

   (b) 支店 

   (c) 子会社 

２ 駐在員事務所及び支店は親会社の代理機関であり、親会社と異なる法人格を有し

ない。 

 

第２７２条（事業活動） 

 外国企業がカンボジア王国において次に掲げる業務を行なう場合、当該企業は、事業

活動を行っているをしているものとみなされる。 

(a) １ヶ月以上、製造、加工又は役務提供のために事務所又はその他の場所を

賃借する場合 

(b) １ヶ月以上、自己のために他人を雇用する場合 

(c) カンボジア王国の法律によって外国人又は外国法人に認められた業務を行

う場合 

 

第２７３条（カンボジア法の適用） 

１ カンボジア王国内で事業活動を行う外国企業は、カンボジア王国の法律と司法権

に服する。 

２ 外国企業は、商業登記法上の登録義務に従わなければならない。 

 

 A.駐在員事務所 

 

第２７４条（活動が認められる業務） 

１ 商務代表事務所及び商務連絡事務所は、カンボジア王国において、次に掲げる行

為をすることができる。 

   (a) 親会社への紹介を目的とする顧客との接触 

  (b) 商業情報の調査と当該情報の親会社への供与 

  (c) 市場調査の実施 

   (d) 展示会での物品の売り込み、並びに、自らの事務所又は展示会でのサンプ

ル及び商品の展示 

  (e) 展示会に向けた物品の購入及び保管 
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  (f) 事務所の賃借及び現地使用人の雇用 

  (g) 親会社を代理して行う現地顧客との契約 

２ 商務代表事務所及び商務連絡事務所は、継続的な物品の購入及び販売、役務供与、

製造、加工並びに建設業務を行ってはならない。 

 

第２７５条（管理） 

 商務代表事務所又は商務連絡事務所は、親会社によって任命および解任される１人以

上の管理者によって管理される。 

 

第２７６条（商号） 

 商務代表事務所又は商務連絡事務所の商号は、親会社の商号となるものとし、「商務

代表事務所」又は「商務連絡事務所」という言葉が、その商号の上部又は前部に配置さ

れなければならない。 

 

第２７７条（駐在員事務所の閉鎖） 

 商務代表事務所又は商務連絡事務所は、親会社の判断によって閉鎖される。 

 

 B. 支店 

 

第２７８条（活動が認められる業務） 

 １ 支店は駐在員事務所に認められた業務を行なうことができる。 

２ 支店は、前項の業務に加え、カンボジア王国の法律によって外国人又は外国法人

に対して禁止されている業務を除き、内国企業と同様に、継続的な物品の購入及び

販売、役務供与、製造、加工並びに建設業務を行うことができる。 

 

第２７９条（責任） 

 支店の財産は親会社の財産とする。親会社は支店の債務について、これを弁済する責

任を負う。 

 

第２８０条（管理） 

 支店は、親会社によって任命および解任される１人以上の管理者によって管理される。 

 

第２８１条（商号） 

 支店の商号は親会社の商号となるものとし、「支店」という言葉は、その商号の上部

又は前部に配置されなければならない。 
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第２８２条（支店の閉鎖） 

 支店は親会社の判断によって閉鎖される。 

 

 C. 子会社 

 

第２８３条 

 子会社とは、外国企業の 51％以上の出資によってカンボジア王国に設立される会社

をいう。 

 

第２８４条 

子会社は、商業登録法上の登記によって、親会社とは異なる法人格を取得する。 

 

第２８５条 

 子会社は、パートナーシップ又は有限責任会社として設立することができる。 

 

第２８６条 

子会社は、カンボジア王国の法律によって外国人又は外国法人に対して禁止されてい

る業務を除き、継続して、内国法人と同様の業務を行なうことができる。 

 

 

第五章 

株主代表訴訟 

 

第２８７条 

１ 株主は、次に掲げる全ての条件をみたす場合、会社の名義と権限の下、訴訟提起

又は訴訟参加することができる。 

   (a) 訴訟の対象とされる会社取引が行われた当時、株主又は株主の相続人であ

ったこと 

   (b) 当該取引に関する決議に賛成していない、又は、その他の方法でこれを認

めていないこと 

   (c) 取締役会によって解決されていない紛争を取締役会で解決するよう、取締役

会に対して書面での請求を行ったこと 

   (d) 裁判所に対する申立ての前に、取締役会に対して、合理的な通知を行った

こと 

２ 株主代表訴訟は、訴訟提起後は、裁判所の同意がない限り、和解によって終結す

ることができない。 
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第２８８条（株主代表訴訟による会社財産の回復） 

 株主代表訴訟における、損害賠償金は会社財産に帰属する。株主代表訴訟おいて、会

社が勝訴した場合、当該株主代表訴訟を提起した株主は、裁判所に、合理的な費用の支

払いを申し立てることができる。 

 

第２８９条（取締役・執行役員の注意義務） 

 １ 取締役及び執行役員は、その職務を遂行するに当たり、 

(a) 会社の利益のために、信義に従い、誠実に行動するものとし、 

(b) 善良な管理者であれば同じ状況において用いるであろう、配慮、努力及び技

術を尽くすものとする。 

２ 会社は、定款又は社内規則において、取締役と株主との間の紛争は仲裁手続にお

いて解決すると規定することができる。 

 

 

第六章 

罪・罰則・免責 

 

第２９０条（虚偽の内容の書面の作成に対する罪） 

 商業省又はその他の者に送付するための虚偽又は紛らわしい報告書、回答書、通知書

又はその他の書面の作成した者又は作成を幇助した者は有罪とし、1,000,000リエル以

上 10,000,000リエル以下の罰金、1ヶ月以上６カ月以下の禁錮又はこれを併科する。

この者は、本条によって、関連法令が定める刑法上の処罰及び民法上の責任を免れるも

のではない。 

 

第２９１条（取締役・執行役員の罪） 

 会社が犯罪を犯した場合、故意に当該犯罪を認可、許可又は同意した全ての取締役及

び執行役員は、共犯として有罪とし、前条の罰金刑に処する。 

 

第２９２条（公訴時効） 

 本法律が規定する犯罪の公訴時効は、訴因たる犯罪事実が発生後３年とする。 

 

第２９３条（民事法上の救済） 

 作為又は不作為が本法律が規定する犯罪に該当するとしても、このことによって、当

該作為又は不作為に対する民事法上の救済手段は影響を受けず、又、中断されない。 

 

第２９４条（登記・届出・公示） 
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 正当な理由なく、本法律が規定する登録、届出及び公示義務を怠った法人及び自然人

は、改正商業登記法第４３条及び第４４条が定める刑に処する。 

 

第２９５条（会社の帳簿・記録） 

 本法律第３章第２節(C)における会社の帳簿及び記録に関する規定に違反した会社及

び自然人は、改正商業登記法の第４３条及び第４４条が定める刑に処する。 

 

第２９６条（株主に対する計算書類の送付義務違反） 

 正当な理由なく、第２２７条が定めるところによる、株主に対する計算書類の写し送

付義務を怠った会社は有罪とし、判決により、1,000,000リエル以上 10,000,000リエ

ル以下の罰金に処する。 

 

第２９７条（商業省担当者に対する計算書類の送付義務違反） 

 正当な理由なく、第２２８条が定めるところによる、商業省担当者に対する計算書類

の写しの送付義務を怠った会社は有罪とし、即決判決により、1,000,000リエル以上

10,000,000リエル以下の罰金に処する。 

 

第２９８条（監査役に対する株主総会主席義務違反） 

 正当理由なく、第２３４条が定めるところによる、定時株主総会出席義務を怠ったし

現在の監査役又は以前の監査役は有罪とし、即決判決により、1,000,000リエル以上

10,000,000リエル以下の罰金、６カ月以下の禁錮又はこれを併科する。 

 

第２９９条 

 重過失もしくは軽過失を犯した、商業省の規制に違反した、又は、犯罪を共謀した商

業省担当者には、行政罰、刑事罰もしくはこれを併科する。 

 

第七章 

経過条項 

 

第３００条 

 本法律の成立は、既にカンボジア王国の商業登記簿上に正しく登記されている会社の

効力及び手続に影響を及ぼさない。 

 

第３０１条 

 本法律は、商業省への書類及び情報の提出に関する会社の手続に対して適用される。 
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第３０２条 

 商業省は、本法律に従って、定款変更を行う会社のために、定款の見本及び定款変更

に関するガイドラインを用意しなければならない。 

 

 

第八章 

最終条項 

 

第３０３条（抵触） 

 本法律の定めに反する条項は無効とする。 

 

第３０４条（公布） 

 本法律は、直ちに公布されるものとする。 

 

 

 


